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議案第・15 8号関係

f平成26年度三重県一般会計補正予算（第5号）J

〈防災対策部関係〉について

1 格蕊予算額

（単位：千円）

区分 補正前の額 補正額 補正後の予算額

第2款総務費 3, 336, 639 ム296,685 3,039,954 

第Z項企画費 2,004 ム300 1, 704 

第8項防災費 3, 334, 635 ム296,385 3,038,250 

（主な内容）

O 人件費 91,536千円（ 544,070千円 → 635,606千円）

（理由）給料及び時間外勤務手当等各種手当の精査、給与改定による増

。三議採防災行政無線運営協議会等負担金

.6.43,600千円（ 150,125千円 → 106,525千円）

（王室肉）三重県防災行政無線運営協議会にかかる負担金の減

。消防救急デジタル無線整備事業費

ム364,542千円（ 1,377,323千 円 → 1,012,781千円）

（理由）消防救急デジタル無線（共滋波）慈傍工事における契約額の

確定に伴う減

ο源泉所得税徴収不足額等納付

499千円

（王室尚）燥が源泉徴収義務者として源泉所得税等の自己点検を行い判拐した

徴収不足額等の納付にかかる計上

2 儀務負担行為

（迫力日） （尊重イ立：千円）

限度額
左の財源内訳

事項 期間
地方債 その他 9¥<費

防災ヘジコプタ｝
平成26年度

千円

無線通信設備整備
15, 038 15, 000 38 ～ 

設計業務委託に係
平成27年度

る契約

職員危機管環研修 平成26年度
業務委託に係る契 ～ 1, 450 1, 450 

約 平成.271'!三度
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平成27年度当初予算要求状況について

1 施策毎の予算要求状況

（上段：（県費）下段：事業費）

施策番号 施 策 d長
27年度要求額 26年度予算額 対前年度

（千円〉 （千円） （%） 

1 1 1 ' 紡災・減災対策の推進
(983, 385) (1, 091, 110) (90. 1) 

l, 621, 570 2, 771, 209 58. 5 

1 2 1 医師確保と医療体制の整傍
(15, 887) (18, 906) (84. 0) 

15, 887 18,906 84.0 

行政 行財政改革の推進による県行政の (1; 741) (2, 004) (86. 9) 

運営2 自立運営 1, 741 2, 004 86.9 

人件費
(554, 973) (534, 203) (103. 9) 
554,973 544,070 102.0 

その他
(450) (450) (ioo. o) 
450 450 100.0 

メ口当、 言十
(1, 556, 436) (1, 646, 673) (94. 5) 
2, 194, 621 3, 336, 639 65.8 
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2 事業の見直し

〔廃止事業〕 （単位：千円）

施策 平成26年度 平成27年度 差別

幸昏号 細事業名 当初予算額 き話初喜要求額 説 明

A B B-A 

111 
消防救急デジタル

消防救急デジタル無線（共通

無線整備事業費
1,377,323 0 A.1,377,323 波）整備ヱ事の完了lこ伴い廃止し

ます。

。A
W



3 選択・集中プログラム構成事業の予算婆求状況

｛緊急課題解決1］命を守る緊急減災プロジェクト

構成事業名
27年度要求額 26年度予算額 対前年度

（千円） （千円） （%〉

実践取組1r『逃げる』ための課題Jを解決するために

地域減災対策推進事業 230,246 292,240 78.8 

緊急避難体制整備事業 1, 554 2, 441 63. 7 

地域防災広報事業 3,659 3,829 95.6 

実践取組3r災警対応力強化に向けた課題j を解決するために

新たな防災・減災対策推進事業 11, 260 13,636 82.6 

広域防災拠点施設整機事業 413,213 38,578 1, 071. 1 

実践取級4r自らの命を自ら守るための課題Jを解決するために

「みえ紡災・減災センタ－J卒業 31,229 25,141 124.2 

ぷ口入 苦十 691, 161 375,865 183. 9 
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4 特定政策課題枠の予算要求状況

ヘv

2.激化する自然災害への緊急的な対応による地域防災カの強化

施策
級事業名 事業概喜喜

事業愛

番号 （千円）

共助のカを十分に発揮できる防災人材の育成により

消防団地域連携促
地域防災カの強化を図るため、消妨団員:a:自主防災

111 
進事業費

綴織の指導者・支援者になる人材として育成すると 9,270 
ともに、実態様変令行い、消防聞と自主紡災級織の

連携強化に向けた取組を進めます。

自主防災組織活性

自主主防災組織や消紡聞をベ｝スとする地域の総織カ

111 
を活用して住民の防災意識の向上を図るため、自主

3,622 
i化促進事業費 紡災組織と消紡I'llとの合同研修を開催するなど、相

互の理解促進と連携強化に取り組みます。

r~三重県・三重大学みえ防災・減災センターj に

111 
「みえ防災・減災 おいて、防災人材の育成・活用及び交流、地域・金

31,229 
センター」事業費 業支援、情報の収集と発信、調査研究等を実施し、

地域の妨災・減災対策の実践を支援します。

A口' 計 44, 121 

心
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平成21年度当初予算饗求状況資料（ 2)

• 1頁
i
：
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l 1施策取組概要

l 2選択・集中プログラム、取組概要 ・・・・・ 293貰

l. 3行政運営の取組取組概要 ・・・・・ 407頁 . i 

（紡災対策部関係分抜粋）

平成26年 12月

三葉県
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平成27年度当初予算施策取組概要

1 1 1 防災・減災対策の推進 11101 新たな防災・滅災対策の計額約な推進

11102 災害対応カの充実・強化

11103 f協aiJjによる地域防災カの向上

11104 迅速な対応に向けた妨災情報の共有化

11105 災害医疲体制の設備

11105 安全な建築物の確保

11107 緊急輸送ルートの獲備

111 OS・ 消防カ向上への支援

11109 高圧ガス等の傑安の確保

（紡災対策部）

（防災対策部）

｛防災対策部｝

（紡災対策部）

（健康徳社部）

｛県土整備部）

｛謀土整備部）

（防災対策都）

｛妨災対策部）

｛主主担当部局：防災対策部）

県民の皆さんや県、市町および紡災関係機関などのさまざまな主体が、自然災害害の厳しさを共有し、 ll1i

災・減災に向けてそれぞれの役割を来たすとともに、 f協創jの取組が進み、災害に強い社会が形成ざれ

ています。

来日本大震災で明らかとなった課題や問題点をふまえた防災計磁が策定されるとともに、 f自助j「共助J

「公助Jによる防災・減災対策が行われ、災害を最小援に抑える体制づくりが進んでいます。また、防災

ー教育が充実し、人材が育成され、県民の皆さんの自主的な防災活動が進み、地域の災害対応カが強化され

ています。

毘榛草草毘・ ト過去1年間に地域f職場での防災活動！こ参加したことがある県民の割合
説明 l 

27年度医穣

値の考え方 I 
（みえ県民カピ｜防災活動に参加する県民の叡合を、現状健から毎年度3%程度向上させる予とを図擦として

！設定しました。
γ ョン記載内容 1

を転ITT'!)

11101 新たな

防災・減災対策

の計画的な推進

（防災対策部〉

新地震・津波対

策行動計図の進

捗率

20% 60% 

25.9% 

。。



11102 災害対
県・市町・防災

／／ 6図l 6回i 7図
関係機関等が逮 l

応力の充実・強
議して実施する

化（防災対策部）
防災訓練の隠数 i 5殴 i 7図i 7問

11103 f協創J 自主隣組織の｜／／ I 29.0% I 3s.o% I 43.o% 1 50.0% 
による地域防災 実践的な訓練実

対カ策の都向）上（防災 施率 I 23.1% I 27.0% I 27.0% 

11104 迅速な
県防災情報メー ／／  I 40,000人I42,000人 I4s.ooo人i I 50,000人

対応に向けた防

災情報の共有化
ルlliH:言サービス

〈防災対策部〉
の登録者数 I 3s.ooo人 Ias,5oo人I40,200人

11105 災害医

災害警拠点病院等 I 
／／  71.4% I 68.6% I 71.4% I I 82.9% 

療体昔話の繋備

（健康福祉部医 の溺E霊化率 I .s2.9% I 68.6% I 68.6% 
療対策局） I・ 

111. 06 安全な
軍吉震基準を満た I ／／ 84.5% I 86.4% I 88.2% 

建築物の確保

〈県土整備部〉
した住宅の割合 l

82.2% J 83.7% I 85.2% 

一
11107 緊急輸

緊急輸送道路に
／／ 91.2% I 91.2% I 92.3% I 94:5% 

送（県Jレ土ー建との備部整備〉

指定されている

県管理道路の改
91.2% I .91.2% I 92.3% 

良率

11108 i封訪カ
消防設備等の充

／／  83.3% I 83.5% I 83.7% I 84.0% 
向上への支援

足率
（紡災対策部） 82.8% I 82.9% I 83.3% 

11109 高圧ガ 高圧ガス等施設［／イ 100.0% 1 100.0% I 100.0% I 100.0% 
；；：，毒事の保安の篠 における事故発

保（防災対策部） 生防比率 99.6% I 99.6% I 99.7% 

【新たな防災・減災対策の計調的な推進】

①「三重県地域防災計画｛地震・津波対策編）J及び f地震被害想定調変結果Jを受け、「市町地域防災計

磁jの修正に取り組む市町からの支援婆言語に応える色ともに、必要なデータ提供を行っているところで

す。 f三護県地域防災計磁（風水害等対策綴）Jの見直しについては、紀伊半島大水害で得た教訓や災害

対策基本法の改正内容を踏まえた克直しを進めるとともに、新たにタイムラインの考え方を活かした防

災対策についても導入を検討することとし、関係滋局の防災担当者を対象としたタイムライン勉強会を

7月に実絡するとともに、 10flにワーキンググループを立ち上げ、各部局との検討を進めています。今

後、 3月末に隠催予定の三重県防災会議に向け、「地域防災計磁（風水警告事対策編）Jの見渡しを的確に

進めるとともに、「地域防災計爾（地震・津波対策線）Jについて、南海トラフ地震対策特別措霞法？と基

づく推進計画と位置付けるための必要な修正を行う必要があります。

n司



②三重霊祭地震被害想定結果をホームページ（「紡災みえ.J pJ）で公開するとともに、様々 な機会を捉之、

リーフレット等を用いた啓発に取り綴み、i義民への周知を図っているととろです。また、被害手想定言建資

結果のメッシュデータ等、詳細なデータを市町や防災関係機関に提供するとともに、被害害想定競査結果

への正しい理解と活用を促すため、市町職員を対象とした研修会（8月 22日）を実施しました。今後も

引き続き、県民への周知を図るとともに、市町や防災関係機関が遜量産対策の検討やハザードマップの策

定等、地震被害怨主主調査結来の妨災・減災対策への異体的な活用を進める際の様々 な支援要旨書に応じて

いく必要があります。

③ F津波避難に関する三重県モデルjの水平展開について、熊野市で新たに二木島町と木本町の2地区で

取組が行われているほか、紀宝町鵜殿地区でも取級が始まりました。また、南伊勢町、津市でも昨年度

に引き続き「Myまつぷラン」を活用した津波避難計E雪作成の取組が行われていますが、北中部への広

がりがない状況にあります。 f避難所運営マニュアルJについては、熊野市新鹿地区で取組が行わ．れて

いるほか、四臼市市、伊安市でも昨年度に引き続き、取組が行われています。また、鈴鹿市、亀山市、

菰野町、志摩市ほか3市町でも取組について検討が行われています。

③ f三重県新地震・津波対策行動計蘭jについて、平成 .25年度の取組給泉と今後の取組の方向性を取り

まとめました。結果については、防災対策会議事争事会（9J'l11日）において庁内の共有を図るととも

に、県議会常任委員会（10月 8日）に報告しました。また計画については、ホームページ (f防災みえ．

j pJ）で周知するとともに、冊子を印殿lj( 5月： I,200部、 7月： 800部）し、市町や防災関係機関在

始め、各部局が所管する図体毒事にも配布し、会議やイベントの場を活用した啓発をお願いしてきたとこ

ろです。今後も、苦til罰の着実な推進を図るとともに、さらなる広報に努める必要があります。

⑤桑名可？と木曽岬田丁が南海トラフ地震対策特別措霞法に基づく「津波避難対策特別強化地域jの指定から

漏れたことから、県として、直ちにこの地域の妨災・減災対策の検討に着手することとし、平成 26年
4月に、県・桑名市・木議曲平町からなる f泉北部海抜ゼロメートル地帯対策協議会j を設立するととも

に、実務レベルの検討会議（6月3日～10月15日： 7回）において必要なハード・ソフト雨弱からの

対策について検討を重ね、取り組むべき対策について、広域避難施設整備等に係る支援や河Jil堤防の耐

震対策など関への政策提言等を行う項店、津波避難施設軍基備等に対する支援や海岸堤防の耐震対策など

県が実施する項目、避難計磁の作成など市町が実施する項目などに仕分けるなど、一定の整理を行うと

ともに、平成26年 II月には、秋の政策提言活動において箆への攻策提言を行いました。今後｝立、関係

市町とともに広域避難の具体的なルールづくりなどそ進め、地域の安心・安全の確保につなげていく必

要があります。

⑤「三重県新地震・津波対策行動計画jのE重点項目に位置付けた主要観光地における観光客の防災・減災

対策を進めるため、平成26年度はJ鳥羽市、紀北町と共同で観光地における課題検討を進めることとし、

現夜、両市町との協議を進めています。また、観光地における防災対策の機還を高めるため、 6月に観

光・国際局、防災対策部、みえ防災・減災センター、鳥羽市が連携し、広く観光関係者や市町職員を対

象とした鏡光防災セミナーを開催しました。 ζれを受けて鳥羽市では、 IO月に、観光関係者による、災

害時の帰宅関疑者対策をテーマとしたワークショップが開催され、爆としても防災技術奪門主主が指導を

行うなどの支援を実施しました。今後も両市町と連携し、帰宅困難者となった観光客への対策や避難対

策など、具体的な課題設定に義づく対策の検討を進めていく必要があります。

⑦新たに策定する「三霊祭新風水E害対策行動計爾（仮称iJについて、言tu富の全体構成主言及び過去の風水害寄

から三重県が学ぶべき教書Ifや課題を取りまとめ、妨災会議専門部会の「妨災・被災対策検討会議（7月

開催）Jに諮り、課題等の検討を進めるとともに、この課題等もふまえた風水害対策全般にかかる具体

的な行動項毘案について整理を行いました。引き続き関係部局、市町、関係機関毒事との翻獲を図り、議

会からの意見等も踏まえた上で、平成27年3月の公表に向けた策定作業を進路る必要があります。
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③原子力災害対策について、被害を受ける立場と他県からの避難者を受け入れる立場の荷習から、「三重

県地域防災計画（風水害等対策磁）Jへの記載内容を、原子力災害害対策アドバイザーの窓見を開きなが

ら検討し、今年度中の策定に肉けて進めていく必要があります。

⑨防災対策部と地域防災総会事務所・地域活性化局による「地域防災・危機管理会議j において、毎月、

取組の情報交換や進捗状況を共有していま？。今後も引き続き、地域や住民の自主的な取組が促進され

るよう、支援していく必要があります。。

⑬地域被災カ強化推進補助金については、津波避難施設や津波避難路獲備、災害待婆援護者避難対策事業

など、 29r宮町の 172事業に対して 285,466千円 (10月末実緩）を補助していますが、今後、市町の防

災・減災対策の取組方向もふまえ、津波避難対策等をE重複した~行制度の見直しについて検討を行って
いく必要があります。三重県新地震・津波対策行動計磁の中間評価唱を行う平成 47年度に、市町に対す

る支援のあり方について総合的な見直しを行うむととしており、これまでの笑緩や市町の防災・減災対

策事業の進捗状況の検証に着手したところです。

⑪！巣と市町の広域的な応援・受援体制の室主僚については、 ry喜とT吉田Iにおける災察時広域支援体総構築逮

携会議jや国土交通省中部運輸局の f!Jl察ロジスティック中部広域連絡会議三重県地域部会Jにより、

災害発生時における物資支援や広域避難について、引き続き検討を進める必要があります。また、広域

滋量産については、泉北部海抜ゼロメートJv地帯対策協議会における協議結果をふまえるとともに、祭境

を越える調書さが必要となることも考えられることから、三護県、愛知県、岐阜県、名古屋市で構成する

f東海三県一市・木曽三Ill下流域等における防災対策逮絡会議jにおいて、県境を越える広域避難につ

，いて協議を行っており、引き続き検討を進める必要があります。さらに、県と市町の災害時の人的広域

支援体制として派遣チームを編成していますが、台風接近時には必婆に応じてすみやかに市町へ派~を
行う必要があります。

⑫東日本大震災への支援では、県内避難者向けに支援情報を提供するとともに、被災地への支援・交流l<:

取り緩みました。東日本大鏡災支援本部員会議を2間開催し、派主霊草署員からの報告、関係部局からの事

業実線報告、被災地訪問調査報告等を行い、会庁的な連携・情報共有を進めました。今後も県内避難者

に対する支援情報の提供に加え、支援・交流等を遂じた被災地の現状把握に努め、震災の記憶を風化さ

せるこCi.のないよう、適時に情報発縫する必婆があります。

【災害対応力の充実・強化1
①災害対応カの充実・強化に向けでは、平成 24、25年度に獲儀した県災害対策本都や地方災審判策部の

体制について、図上訓練により活動マニュアル及び災害対策本部体制の検誕を行い、さらに災害対応カ

の強化在進めるとともに、実動富11線により救出・救助機関や医療機関との遼携強化を図っていく必要が

あります。

②北勢広域防災拠点につjいては、完成の目途としている平成 29年度に向けて整備を進める必要がありま

す。また、県南部地域の災害時の孤立対策として、航空燃料の備蓄を検討する必婆があります。

③防災ヘリコプタ.....： rみえJは、平成5年4月の遂航開始から 21年を経過し、作年度＊までの活動件数

は5,676件、飛行時間は札045時間に達しています。これに伴い、機体の老朽化による不具合の発生や

交換部品の増高、調達時間の増加が課題となっています。また、今後の耐~.検主主等による修緩に多額の
経費を婆を~ととが見込まれることから、多発する災害等に安全かつ適切に対処していくためにも、ヘ
リコプタ一本体の機体更新に向けた検討を進めていく必要があります。

③関民保護図上部綴の実施により明らかになった課題等を整理し、関民保護対策本部活動要領等の見直し

を行うなど、実効性を高める必要があります。

⑤道路啓潟墓地におい尤は平成27年度までに 13儀所で整備する計画のもと8筒所で、道路構造の強化に

ついては平成27年度までに 21鐙所で整備する計蘭のもと7筋所で、それぞれ慈備を進めています。引

き続き道路啓開基地の整備及び遂路構造の強化を進めていくほか、平成 24年度に策定した道路望書関マ

同ップを活用した国・県・市町・建設企業の連携による訓練を実施するととで、迅速な道路啓関作業に向

けた態勢獲備を推進する必要があります。
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【「協創Jによる地域防災カの向上1
①企業防災カの向上については、「みえ防災・減災センターJに隠設した紹談窓口において、 10月末まで

に 40件の企業等かちの棺談に企業防災アFパイザ一等が対応するとともに、 11月 1.4臼、 l5日の前日

に開催された「みえりーディング産業展 2014Jに出展し、よ長内余業への穏談窓口の周知を図りました。

引き続き、「みえ企業等防災ネットワークJにおいて、相談窓口を穣極的に活用するなど、「みえ防災・

減災センターjとの遼携を深めながら取組を展開していく必要があります。

②「みえ紡災・減災センターJが防災人材の活用を見t震えて関議した「みえ防災さきもりコースjをはじ

めとする3コースの防災人材育成講廃には、現在、あわせて 48名が受講しています。また、女性に限

定したみえ防災コーディネーターの新規育成講mでは、 31名が認定安受けるとともに、女性を中心とし

た専門職防災研修についても、 37名が修了しました。市町妨災担当職員の防災研修についでは、 8Jl 8 

日から 9月 19日まで全5回の講座を開講し、 23$lllTの職員が受講しました。このほか、「みえ防災人材

パンクj の枠級を構築し、みえ防災コーディネータ一等が、市町や地域の防災活動支援で活躍できるよ

う、バンクへの皇室銭安促進していく必要があります。また、防災人材のあり方について、地域防災の中

核を拐うのは治訪問や自主防災組織であり、みえ防災コーディネ〕タ一等の防災人材がその活動を摘発

し、市町や県がその全体を掌援する、という枠級を明確にして、それぞれの機能を高める必要がありま

す。

③メディアを活用した軍事発については、啓発番組（レッツ！防災）を放送（10月末実績： 12厨放送）し、

地域や住民が主体となった取級を中心に紹介しましたよまた、防災シンポジウムについては、 T吉田Iや「み

え防災で減災センターjと連携し、 9月27日に伊勢湾台風55年事業（桑名市）を実滋したほか、 12月

6日に昭和東南海地震 70年シンポジウム（津市）を開催する予定です。また、アーカイブの構築に向

け、昭和東南海地笈に関する体験談や資料の収集に取り級んでいます。こういった取組は行っているも

のの、県民の防災意識の向上になかなか結びついていかないのが実状です。

④「自主防災級織活動実態調査jの結果から、認ii線の頻度が若手ながら増加するとともに、避難訓練や図

上訓練をはじめ、滋難所開設・運営都練など実践的な訓練は着実に繕えてきており、徐々にではあるが

活動が活性化していることが分かりました。そうした状況を踏まえ、地域の組織力により億人を防災活

動に呼び込むととで、より首II綴等が活発に行われるなど、自主防災活動が活性化する新たな取組を検討

しでいく必要があります。

【迅速な対応に向けた防災情報の共有化】

①県防災遺信ネットワーク（地上系防災行政無線、徳星系防災行政無線、有線系遜億）の維持管理を行い

正常な通信を確保するとともに、機能が十分に活用されるように利用方法等について周知していく必要

があります。また、災害拠点、病院への防災行政無線機器の設置を進めています。

②気象情報・災害情報等の収集及び県民への迅速・的確な提供を行うとともに、 f防災みえ jpメール配

信サービスJについてサービス内容の周知を行っています。また、気象情報、災害情報等が、より迅速・

遊確に収集・伝遂でき、県民にわかりやすく提供できるよう、新しい防災情報プラットフォームの構築

に向けた基本計画策定の準備を進めています。

【災害医療体昔話jの整備】

①災害拠点病院等の耐震化については、 3病院で耐震化ヱ事を実施しており、 2病院に補助をしています。

今後、耐震化工事が来実施の病院について、耐震化を促進する必要があります。

②災警医療コーディネーター研修会の実施内容の参考とするため、石巻赤十字病段スタッフを中心に設立

された災害医療ACT研究所が実施する研修会を視察しました。今後、視察内容をふまえて、より実践

的な研修内容を検討のうえ、災害医療ヨーディネーター研修会を実施する必要があります。また、災害

医療コーディネーターが、災害時に迅速かつ適切な対応ができるよう、災警医療訓練等への参加を促進

するとともに、研修や訓練を遜じて、危機管理に対する意識を高め、災害時対応カの向上を図っていく

必要がありますロ
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③医療従事者の研修については、看護服毒事を対象とした災答者護研修を実務しています。 E置が行うDMA

す技能維持研修や実動訓練に県内の隊員が参加しました。災察時に必婆な医療を迅速かつ適切に提供で

きる体制を確保するため、今後も引き続き、医療従事者を対象とした研修や実動訓練への参加を促進し、

災害時対応カの維持向上を図る必要があります。

③11月に実施した県総合防災訓練における災答医療訓練において、災害医療対応マニュアルによる各関係

機関の動きを確認しました。今後、県総合防災訓練での実効性を検証するとともに、保健医療部隊図上

訓練等を遜じて、引き続き炎効性を確認する必要があります。

⑤地域災害医療対策会議を桑名、四日市、淳、松阪、伊勢、熊野の 6地域で関係し｛平成 26 年 IO~米現
在）、災害援療に関する体制装備に向けた協議や情報交換毒事を行いました。今後、残る鈴鹿、伊賀、尾

鷲の3地域でも弱催し、関係機関の逮携強化を関るとともに、災害医療体制を整備していく必要があり

ます。

【安全な建築物の篠保1
①木造住宅耐震化補助の申込戸数は、 10月末時点で、診断1,232戸、設計 168.戸、檎強工事119戸と、着

実に推移したととにより、木造住宅の耐震化を促進するととができました。さらなる促進のためには、

診断を終えた方が祷強工事を実施するように、直接促していく取級が;11療です。

②不特定多数が利用する大規模建築物等のうち、耐震診断が義務fじされた建築物において5棟で溺震診断

に若手し、避難所として活用される建築物（ホテル、旅館毒事）において1擦で補助制度を活用した耐震

改修に向けて動き出しました。面f霊主化を促進するため、補助E純度を創設した市町と逮携して対象となる

建築物の所有者に補助制度を周知し、耐震診断及び1耐震改修の支援を行うとともに、祷助制度が米護衛

の市町に対して昔話度創設を働きかける必要があります。

【緊急輸送ルートの整備1
①緊急輸送道路に指定されている県管理道路の整備を重点的かつ効率的に取り総み、平成 26 年4~ 30日

に関遊477場西浦バイパス工区を供用開始しました。今後とも、大規模災害から県民の皆さんの命と暮

らしを守るため、引き続き、残る5路線の整備および橋梁耐震の対策を進めていく必要があります。

【消防カ向上への支援】

①市町・1誇防本部の消防設備等の充実支援に取り組みました。また、平成 26年3尽に策定した f三重県

消防広域化推進計画（改訂版）Jに基づき、優先的に広域化を推進していく地域への具体的な協議の進

展に向けた情報提供等の支援を行いました。今後、各地域の協議の進展状況等をふまえた先進事例等の

情報提供など、効果的な支援を図っていく必要があります。

②消防救急無線（共通波）のデジタル化の整備を進めました。年度内完了をめざしてさらに繋備寄進める

とともに、平成 27年4月からの遂湾関始に向け、県内消防本部で構成する消防救急無線デジタル化推

進協議会の専門部会において維持管理を含めた運用方法の検討を進めていく必婆があります。

③平成 26年3月に一部改正された f消防学校の教育訓練の基準j をふまえ、治’妨学校における消防団幹

部科教育の見渡しを行い実施しています。今後は、主fl~· 25年度に施行された f消防団を中核とした地

域防災カの充実強化に関する法律Jそ踏まえた消防聞の更なる充実強化を鴎り、自主防災級織との連携

により、近年の激化する自然災害に対応する地域防災の扱い手としてのカを発揮できるよう新たな仕組

を構築していく必婆があります。

【高圧ガス等の保安の確保］

①防災アセスメントの調査結果について、 6｝ヲに開催された四日市コンビナート防災協議会安遇じてコン

ピナート事業者へ説明を行うとともに、 7月lごはコンビナート事業所の安全対策を推進するため、コン

ビナート事業者を対象とした保安対策セミナーを開催しました。今後、留において示される予定の長周

期地震動対策や関係機関の意見等もふまえ、石油コンビナートの防災対策がより促進されるよう「三重

県石油コンピナート等防災計図j の見遼しを行う必要があります。
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②平成26年4月から 10月までに、高！±ガス関係で9件、火薬関係で1件の事故が発生しており、引き続

き保安検査や立入検査等を適じて、適正な保安管理等を徹底し；事故防止を図る必要がありますD '' 

II防災対策部 1
【新たな防災，・滅災対策＼の計画的な推進］

①市町が主体的に取り緩む防災・減災対策への支援について、平成 27年度には、市町に対する支援のあ

り方について総合的な見直しを行います。その中で、補助金についても、市町の紡災・減災対策の取組

方向もふまえ、対策のE重点化を行うなど、本県の防災・減災対策の進展に幸寄与する内容としていきます。

②「津波避難に関する三重県モデル」や f避難所運営マニュアルの策定Jの取組が、市田Iや地域において

広〈幾関されるよう、引き続き、市町や地域防災総合事務所・地域活性化局と遼携するとともに、「みえ

防災人材バンクJの枠組により、防災人材を地域の取綴に穣極的に活用し、県内への水平E華街そ図ります。

③爆の地域防災計画（地震I・津波対策編及び風水害等対策編）の修正に基づき進められる各市町の関係計

薗の修疋を支援します。また、「三重！）製造青地震・津波対策行動計画j及び「三重県新風水害等対策行動

計画｛仮称）Jに掲げた行動項目が事苦笑に実践され、本県の紡災・減災対策が推進されるよう、各関係部

局と連携して進捗を管理します。 f三重県業務総統計蘭（BCP)J及び f三重宝県復興指針（仮称）Jを新

たに策定します。日本海洋研究開発機構（JAMSTEC）との連携を強化し、 DONET（地震・津

波監視観測システム）の実用化に向けた取組を進めます。

③県と市町の広域的な応援・受援体制の整備については、災察発生時において物資支援や広域避難が？み

やかに実施されるよう、引き続き検討を進めます。特に広域避難については、県北部海抜ゼロメートル

地帯対策協議会及び f東海三県一市・木曽三}ff下流域等における妨災対策連総会議jにおいて、広域避

難体制のあり方や手続きなどの検討を進めます。また引を続き、県と市町の災害時の人的広域支援体昔話j

として、台風接近時には必要に応じ、速やかに市町へ派遣チームの派遣を行う必要があります。

⑤東日本大震災への支援では、 l畏内避難者に対する支援f警報の提供のほか、支援・交涜等を遜じた被災地

の情報収集に努め、震災の記憶を嵐イじさせるととのないよう、情報発信を行います。

［災害対応力の充実・強化】

①災害対応カの充渓・強化に向けては、 f雷II綴でできないζとは、いざという災害のときに絶対にできな

いjとの強い患いのもと、図上訓練においては、引き続き、緩み重ねてきた改善を対策に反映させると

ともに、さらに検証すべき課題を明確にして、災害対応力の着実な向上を図ります。また、実動制緩に

おいては、関係機関との遼携および、地主主の謀議や特憶をふまえた、より実践的な防災訓練等を実施し

ます。

②~b勢広域防災拠点については、完成の目処としている平成 29 年度に向けて、適切な進捗管理を行いな
がら造成工事に着手します。また、県荷部地域の災害時の孤立対策として、航空燃料の備蓄に向けた取

組を進めます。

③防災ヘリコプター「みえJの安全運航を維持するとともに機体更新に向けた取総を進めます。

④有事への対応を的確に実施するため、国民保護計画等の必要な見直しゃ訓練を実施し、緊急対処事態に

おける対応力の強化を濁ります。

【f協富山による地域防災カの向上｝

①防災・減災対策を進めるうえでは、地域紛災の中核を担う消防団や自主防災組織のカが必婆であり、 8
：±防災組織の指導的役割を来たす消防団長や幸吉年層消防随員を対象として、災害符要援ま聖者対策などの

自主防災総織の活動についての研修を実施するとともに、自主防リーダー研修に治紡聞の活動について

の内容を盛り込むことで、消訪問の災害対応力強化と自主防災組織の活動の活性化、相互の理解と遼携

を深める支援を行います。
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「みえ防災人材パシクJ皇室録者が地域での実践活動を行うための事前研修等を中心に、さらに地域で活

躍できる仕掛けをつくりながら、人材バンクの充実を図ります。企業防災カの向上については、相談窓

口アドバイザーの充実を図り、企業における防災関係の取組を支援します。「みえ企業等防災ネウトワ

ークJにおいては、センターと連携しながら、引き続き、 Bc Pの策定促進や地域における企業等の役

割について検討を進めます。

②防災啓発について、啓発活動だけではなく、 fみえ防災・減災センターjで育成した紡災人材を活舟し

ながら、 f津波避難に関ずる三重県モデルJなどの水平展開を行うこと＜：＇、県民の防災意識の向上 i：努

めるとともに、広く普及を図っていきます。あわせて、メディアそ活用した啓発や市町や「みえ防災・

減災センターjと連携したセミナー等による務発を実施していきます。

【迅速な対応lこ向けた防災情報の共有化］

①県防災遺イ言ネットワークの正常な運用ができるよう総持管理を行っていくとともに、十分に活用される

ょう利用方法等について引き続き局知していきます。また、災害拠点病院への防災行政無線機器の設澄

をj順次進めていきます。

②気象情報・災害情報等を迅速・的確に収集し、泉氏に提供していきます。また、平成 26年度に引き続 w

き基本計画の策定を行い、新しい防災情報プラットフォームの構築に肉けたシステム盤備のための準備

を進めていきます。

【消防カ向上への支援］

①市町・消防本音官の消防設備等の充実支援に取り組むとともに、本県開催予定である「緊急消防援助隊中

宮古ブロック合同訓練Jを遜じて、大規模災害時に活動する緊急消防援助隊の技術及び連携活動能カの向

上を関ります＠さらに、改訂後の三重県消妨広域化推進計磁に基づき、優先的に広域化を推進していく

地域等の協議への参画、情報提供など、効果的な支援を図ることにより消防の広域化を進めます。ー

②消防団のさらなる充実強化を図るため、入団しやすい環境づくりや消防闘を地域で応援する伎組づくり

など、次世主代を担う積年震の務訪問負の確保と地域妨災を強う人材育成に向けた取級を市町と連携して

進めます。

【湾圧ガス等の保安の確保】

①高EEガス毒事を取り扱う害事業者等に対して保安検変及び立入検査等を引き続き実施し、適正な保安管瑳等

の徹底を図ります。また、コンビナート防災対策については、 f三重県石油コンビナート等妨災計部J

に基づき、コシピナート事業者等の紡災対策の推進を図ります。

②コンピナート事業者や高EEガス等を取り扱う事業者等の保安担当者等に対し、保安管壊の向上に資する

各穏研修等や関係法令理解の徹底を目的としたコンブライアンス研修を引き続き実施し、コンブライア

ンスの徹底と事故の米然防止を図ります。
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①災害拠点病院等の耐震化について、耐震化工事そ実施している病院に対する様劫を実施するとともに、

平成 27年度に工事が完了する予定の病践について、計画どおりに工事が完了するよう進捗状況を確認

します。また、総重量化が米実施の病院に対し補助制度の内容を周知するとともに、 E震に対し補助制度の

拡充等を働きかけます。

②災害医療コーディネーターの研修会プログラムを、段階的に必婆な知Jlを積み上げながら、より実践的

な災害医療体制づくりに資するよう、関係部暑が連携して作成します。さらに、研修内容を県が各地域

で実施する訓練・研修会に反映させるとともに、災害医療コーディネーターの参加を促進し、災害害時対

応力のさらなる向上を図ります。
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③医療従事者の研修について、看護締等を対象とした災害看護研修、医隊を対象とした災警害時検築研修を

引き続き実施します。また、閣がDMATを対象に実施する研修会や実動訓練への参加を促進し、災答

時対応力のさらなる向上を図ります。

④県総合防災訓練や防災図上鍛練等において災害医療対応マニュアルの実効性を確認し、必要に応じて内

容の更新を行いますp

⑤祭内9地域において地域災答医療対策会議を開催します。また、地域における災害医療都練の実施等に

ついてv 関係機関で協議、検討のうえ、訓練を実施します。

1r県土整備部 II
【災害対応力の充実・強化1

①道路草書関を迅速に展開できる態勢の護係、充実に肉けて、道路啓関マップを活用した都練を実施すると

ともに、道路軍害関墓地獲備5箇所、道路構造強化6箆所の設備を行い、平成 27年度までに道路啓縄基

地13箇所、道路構造強化 21i議所を獲鑓ずる計画を完了させます。

【安全な建築物の確保］ . 

①木造住宅の耐震霊化を促進するため、引き続き、耐震診断、設計や補強工事への補助を行います。また、

診断を終えた方が、住まいとまちの安全に向けて、それぞれの状況に応じた対策を講じることができる

よう、市町と連携して展開していきます。

②不特定多数が利用する大規模建築物等の耐緩fむを促進するだめ、引き続き、補助制度を創設した市町と

連携して檎助制度受周知するほか、檎助制度が米整備の市町に対して制度創設を働きかけ、耐震診断が

義務化された建築物の耐震診断及び避難所として活用される建築物（ホテル、旅館等）の耐震改修を支援

します。

｛緊急輸送ルートの設備】

①緊急輸送道路の整備ヒついては、大規模災害から県民の皆さんの命と暮らしを守るため、引き続き、残

る5路線の獲備おぶび橋梁耐震の対策を進めていきます。

1防災対策部 11 －、

①（一部新）地域減災対策推進事業［萎本事業名： 11101 新たな防災・減災対策の雪tl!ii的な捻進〕

予算綴：（26) 2 9 2 • 2 4 0千円→ (27) 2 3 0 • 2 4 6千円

事業概要：南海トラフ巨大地緩や内陸活断層による地主霊、台風等の風水害から f県民の皆さんの命を

守り抜むため、市町が実施する避難対策や避難所の整備、災害時要援護者対策などの地

。域特性に応じた減災対策を支援します。特に、県北部の海抜ゼロメートル地帯が抱える津

波避難に関する課題そ解決するため、津波避難施設整備等に対する支援制度を創設し、泉

北部海抜ゼロメートル地帯における津波避難対策の推進を限ります。

②緊急避難体創設備事業［基本事業名： IIIOI’新たな防災・減災対策の計画的な推進］

予算額：（26) 2. 4 4 1千何→ (27) l, 5 5 4千内

毒事業概要：避難所運営マニュアル策定指針や津波避難に関する三重県モデルを活用した市町及び地域

の耳主総が促進されるよう支援します。
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③新たな防災・減災対策推進事業［援本事業名： 11101 新たな防災・被災対策の計磁的な推進］

予算額：（Z6) 1 3, 6 3 6千円 → (27) 1 1, 2 6 0千円

事業概要：三重県防災会議の閲緩や各専門官官会の運営を行うとともに、「三重巣地域防災計爾J、f三三

霊祭新地震・津波対策行動計額j、「三重県新風水害害対策行動計薗（仮称）Jで佼置づける、

新たな地震・襲撃波対策及び潟水害対策を推進します。また、「三重県業務継続計鴎（BCP)J

及び f三重県復興指針（仮称）Jを新たに策定します。

③防災鋭練費｛基本事業名： 11102 災害対応カの充実・強化］

予算額：（26) 7. 3 7 4千円 → (27) 2., 5 6 7平河

事業概要：緊急消防援助隊中部ブロック合同訓練と逮携し、救助機関との連携訓練など、災害対応力

の向上を図るより実践的な総合紡災訓練を実施します。また、発災後のさまざまな段階や

局面を想定して行う図上訓練を実施します。

⑤広域防災拠点滅設整備事業【基本事業名："11102災害対応カの充実・強化］

予算額：（26) 3 8. 5 7 8千符 → (27) 4 1 3 • 2 1 3千円

毒事業概要：：大規模災害発生時の県内への広域的な応援・受援体総の拠点として、北勢広域防災拠点を

整備するため、造成工事を実施します。また、防災ヘリ等の航空燃料を東紀州（紀南）ー広。

域防災拠点に備蓄するため、貯蔵所等の設計業務を行います。

⑤（新）防災ヘリコブター更新事業［基本事業名： 11102 災害対応カの充実・強化］

予算額：（26) - ＇千円 → (27) 1 0. 7 2 9千円

事業機重要： i坊災ヘリコプター「みえJの機体及び周辺機器等の更新等に向けた敬級を進め、、防災ヘリ

コプターの機能強化を函ります。

⑦「みえ妨災・減災センターj事業【基本事業名： 11103 「協創jによる地域防災カの向上］

予算額：（26) 2 5. 1 4 1千円 → (27) 3 1, 2 2 9千円

事業概要l「三重県・三E重大学みえ防災・滅災センターj においてや防災人材の育成・活用及び交

流、地域・企業支援、情報の収集と発信、調査研究等を実施し、地域の防災・減災対策の

実践を支援します。

③地域防災広報事業［慕本事業名： 11103 f協倉l]Jによる地域防災カの向上］

予算額：（26) 3. 8 2 9千円 → (27) ,3. 6 5 9千円

事業概要： f県民の防災意識jを「防災行動jへとつなげるとともに、 f防災の日常化Jの定着を図る

ため、メディアによる広報活動等を実施します。

⑨（一部新）自主防災総織活性化促霊長事業［基本事業名： 11103 「協愈ffjによる地域妨災カの向上］

予算額：（26) 3. 2 0 4千円→ （~7) 3; 8 2 0千円

事業概要：地域紡災の重要な役割を担う自主防災組織の活性化に取り組むとともに、自主防災組織や

消妨団をベースとする地域の組織カを活用して住民の防災意識の向上を図るため、 El±防

災組織と消防団bの合同研修を開催するなど、格互の主主解促進と連携強化に取り組みます。
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⑬防災矯報提供プラットフォーム事業［基本事業名： 11104 迅速な対応に向けた防災情報の共有化］

予算額：（26) 3 9. 8 3 6千円 → (27) 3 8. 7 8 3千円

害事量産概婆：災害害時に迅速・的確な対応が行えるよう、総合紡災ホームページ「防災みえ． j pj等に

より気象情報や防災情報そ提供するほか、災害対策本部機能の強化と、より県民にわかり

やすい情報提供に向け、防災情報システムを再構築するための基本計磁を策定します。

⑬消防行政指導毒事業｛基本事業名： 11108 消防カ向上への支援］

予算額：（26) 8' 4 5 6千円→ (27) 7' 6 2 9千円ー

事業概要：県内各市町の消防団で構成される三重県沼防協会の諸事業等の円滑な実施を通じて、消防

団長の確保、消防団の活性化等？と取り組みます。

⑫消防広域化等推進事業｛基本事業名： 11108 消防カ向上への支援］

予算額：（26) 4 1 6手向 → (27) 5 ¥ 3 5 5千円

事業概要：消防カの強化による住民サービスの向上や消防に関する行財政遼営の効率化と基盤の強化

を図るため、消防の広域化に取り組みます。また、 f三重県消防広域化推進計爾（改訂版）J

において、優先的に広減化に取り緩む地域としている地域に対し、消防広域化推進補助金

を交付し、広域化の推進を限ります。

⑬（毅）消防問地域連携促進事業［基本事業名： 11108 消防カ向上への支援｝

予算額：（26) 一千内→（27) 9. 2 7 0千円

毒事業概要：共助のカを十分に発捧できる防災人材の育成により地域防災カの強化を図るだめ、消防団

長を13±防災級織の指導者・支援者になる人材として育成するとともに、実態調査を行い、

消防団と自主防災級織の連携強化に向けた取組を滋めます。

⑫（新〉緊急f庭訪援助隊合同冒II綴事業［基本事業名： 11108 消防カ向上への支援］

予算額：（26) 一千円→（27) 9' 0 0 0千円

毒事業概要：大規模災害発生時に河滑で効率的な活動を行うため、緊急消防援助隊中部ブロック合同司II

線を実施し、迅速で効果的な受援体制、関係機関との遼携体部を確立します。

⑮高圧ガス指導事事業［基本事業名： 11109 高圧ガス等の保安の確保］

予算額：（26)' 2 3. 5 8 5千円→ (27) 2 2. 2 5 9千円

害事業概要：高圧ガス製造事業所等における適正な保安を確保するため、許認可審査、保安検査等をき是

絡します。

i健康福祉部 II

⑬医療施設耐震化整備事業［基本事業名： 11105 災察医療体制の護傍］

予算額：（26) 1 • 1 2 2 • 4 1 0千円→ (27) 5 2 2 • 1 6 0千円

毒事業概要：大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす災害拠点病院毒事の医療施設の耐震整備に支援

を行い、地震発生侍における適切な医療体制の確保凌図ります。
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⑫災害医療体制強化推進事業｛基本事業名： 11105 災餐医療体制の整備｝

予算額：（26) 2 5 4 ' 5 9 2千円→ (2η 90, 260千円 1

事業概要：大規族災害発生時の医療体制の充実強化を~るため、地域の拠点となる医療施設の服緩整
備、設備整備等を支援します。また、災害特に適切に対応できる医療従事者の育成、災害

時に医療活動の拠点となる災害拠点病院毒事の取組支援、地域の関係機関が連携した災害医

療体制の構築毒事に取り組みます。

｜黒土整備部 l
⑬道路草書関対策事業【基本事業名： 11102 災害対応力の充実・強化】

予算額.: .(26) 5 4 0' 0 0 0千円→ (27) 466, 00 0千円

毒事業概婆：大規緩地笈・津波が発生した際lと孤立語5懸念される熊野灘沿岸地域において、道路接関（緊

急車両等が渡れるように、がれきなどを処理し、段差を修疋するなど、救援ル｝トとして

最優先で確保すること）会迅速に展開できる態勢の整備を進めます。

⑬待ったなし！耐震化プロジェクト｛基本事業渇： 11106 安全な建築物の確保］

予算額：（26) 1 8 0 ' 0 6 0千円→ (21) 180, 354千円

毒事業概要：地主霊による彼容を軽減させるため、木造住宅の税笈診断、耐渓補強等＆支援し、住まいや

まちの安全性を高めます。

⑫大鏡袋建築物耐震対策促進事業［基本害事業名： 11106 安全な建築物の確係］

予算額：（26) 1 7 9 ' 1 1 3千 円→ (27) 183, 918千円

事業概要：建築物の地震に対する安全准の向上をE怒り、県民の生命、身体を保護するために、不特定

多数が利用ナる大規模建築物等（ホテル、旅館等）に対する耐震対策及び耐震改修の支援

を行います。

＠緊急輸送道路整備事業｛基本事業名： 35101 道路ネットヲ｝クの形成 iまか】（一部再掲）

予算額：（26) 2' 6 2 4' 6 5 2千悶 → (27) 2. 825, 990千円

事業概要：災害時に人員や物資などの交遜（輸送）が確保されるよう、緊急輸送道路に指定されてい

る県管理道路の設備を進めます。
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平成27年度当初予算施策取組概要

1 2 1 医師確保と医療体制の

整傍

（：：！：：招き当部局：健康福祉部）

12101 医療分野の人材篠保 （健康福祉部）

12102 救急・へき地等の医療の確係 （縫康緩祉部）

12103 医療の質の向上 。（健康福祉部）

12104 嬢立病践による良質で満足度の高い

医療サービスの提供 ｛病院議業庁）

12105. 適蕊な医療保険制度の確保 （健康議祉部）

、

県内の全ての地域において、医師や者護婦等の医療従事者の確保や、地域問、診療科目関等の医婦の偏

在解消が行われることと併せて、県民一人ひとりが医療機関を適切に受診するζと＜：、必要なときに安心

できる質の高い医療サービスを受けられる環境カ濯っています。

減少傾向にある救急医療等を担う若手医師の穣保に肉けた仕緩みを構築することなどにより、医師の不

足・偏在解消に肉けた取組や、看護職長の確保t：向けた取組が進むなど、救急医療やへき地医療等を含む

地域医療体制の護僚が進んでいます。

医療項目 I i人口 10万人あた明の県内病院に勤務する常勤換算医師数
の説明 I 

27年度目穣 ｜ 酌｛

値の考え方 ｜平成22年度に聞か汀った必婆医師数実態調査結果で報告された、県内病践における雌求人
I i窒邸数312人を最終的な目標とし、この4年間で 100人増やすことをめざします。これを会

（みえ県民力 I 
ビジョン記載 ｜国比較や県内保健医療濁ごとの比較が可能となる 10万人あたりの医師数に換算し、 5.4人増

iやすことを目標値として設定しました。
内容を転記） I 

日 20目



12101 果肉の病院で後
確医保療分野の人材 綴臨床研修を受

167人i181人i196人
（健康福奇）祉都民 ける医師数 I 
療対策局 .1 E皇内看護師養成｜ ,;/" I 644人l651人 I・ 658人

施設卒業者の県
内就業者数 574人｜ 566人i641人

12102 
救急・へき地等救急医療情報シ j / I 593機関 Is1 s機関 I643機関｜ I 668機関
の医療の確保 ステムに参加す

る医時療間機外関診数療可（健康福祉部E霊能 ・I 568機関 I576機関 Is10機関
e療対策局）
12103 

！＿，，，－ノ i761件 i767件 I. 778件~療の霊童の向上

療（対健策康局福〉祉部医 医療栂談件数
755件i746件｜ 804件

12104 
県立病院による ／ so.a% I 80.0児｜ 80.0日！ 80.0目
良質で満足度の 県立病続患者満
高い医療サーピ 足度

73脱｜ n.1% I 71.3% スの提供
（病院事業庁〉
12105 37.9目 58.6出｜吋l適正な医療保険 市町が運営する (23年度） (24年度） (25年度 (26年度）
昔話皮の確保 国民健康保険の
（健康福ti上部医 財政健全化率 (22 2年4.度1日） 5年5.2度出） 62:1目
療対策局） (23 (24年度）

①今後、県内で勤務を開始する臣室鰯修学資金食与者等の段階的な増加が見込まれ、集会体での医締不足の

解消に向けた具体的な取組が進む一方で、依然として地域間、診療科白隠の偏在解潟には時簡を要する

と考えられることから、これら若手医師の定着と傷在解消を進めるため、控室E事不足地域を含む県内複数

医療機関をローテージョンしながら専門医資格を取得できる地域医療支援センター後期臨床研修プロ

グラムを修学資金貸与者等に活用してもらうよう取り組んでいく必要があります。

②平成 29年までの看護職員の需給見還し策定にあわせて、看護職員確保対策検討会を継続的に開催する

ことで、看護職員確保に向けた総合的な支援対策を検討していく必要があります。

③医療機関の勤務環境改善に向けた取組を総合的に支援する医療勤務環境改善支援センターを8月に関

設したところであり、各医療機関における勤務環境改善の佼組みの導入を促進するとともに、女性が働

きやすい職場環境づぐりについても必婆な支援を実施していくことが求められています。

④病院内保育所については、24時間保育や病児保育などの多様な保育ニーズにも対応できる施設懇備を途

めてきましたが、引き続き、施設の状況に応じた体制整僚を進めていく必要があります。

⑤三重県ナースセンターにおいて、引き続きハローワーク等との連携を強化するとともに、求人医療機関

の情報を十分に把援するなど、きめ級かな就業草寺旋を実施していくことが必獲です。

⑤助産師については、人口 10万人あたりの就業者数が全国平均を大きく下回っており、実習施設の確保、

就業場所の偏在解消等が求められています。
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⑦県内外から医療従事者を呼び込み、県内定着につなげるため、医療分野におけるさまざまな霞際連携を

展開し、三重Z県の魅カ向上を図っていく必要があります。・

③公立大学法人三重重県立審議大学についで、運営交付金を交付するなど必要な支援を行った結果、大学は

適切に運営されています。今後、第二期中期目標の議成に向けて法人が作成する中期雪tu惑の認可にあた

って、法人と十分な協議を行っていく必要があります。

⑨ドクターヘリの出動回数が増加しており、救命率の向上等の効果があったと考えます（平成 26年9月
末現在 171問、前年同月累計比7図場）。一方、出動の増加に伴う重複要請に対応するため、｛也＊との

格互応援による広域連携体制を梼築する必要があります。また、救急患者搬送情報共有システム（MI

E-・NET）については、中勢伊賀地域入伊勢志摩地域での試行に向けた準備を進めており、今後速や

かに隠始する必要があります。

⑬新土話機業医等に対し、救急医療情報システムへの参加を働きかけた結果、時筒外診療が可能な医療機関

が4機関増加しましたが、廃業により 5機関減少しました（平成26年9月末現在609機関）。休日、夜

間に安心して受診できる体制を確保するため、救急医療情報システムへの参加を働きかけてりく必要が

あります。また、救急医療に対する理解を深め、一人ひとりの受診行動等を変えるため、継続した啓発

活動を行う必要があります。

⑪安心して産み育てる環境づぐりについて、湾建鶏母子医療センターのうち3病践の運営を支援するとと

もに、 1病院の設傍室主儲を支援しています。新生児の死亡率を低下させるためには、リスクの高い出産

を担う周E霊殿母子医療センターに対し支援じていく必重要があります。また、「みえ子ども医療ダイヤルJ

の相談時間を深夜帯まで延長して実施しており、相談件数が増加しています（平成 26年9月末務在

4, 164件、前年同月紫計比 995件増）。深夜殺の相談件数が全体の 20%稜度あることから、深夜帯への

対応を今後も引き続き実施していく必要があります。

⑫多職種による夜宅医療・介護の逮携検討会等が始まっている市町もあります焼、依然として多臓穫の遼

携が図れていない市町があるなど、その取組にはばらつきがあります。また、医療介護総会確保推進法

が6月に成立したζとを受け、地域包括ケアシステムの構築を見据え、各市町が迅速かつ的確に対応す

るととができるよう支援していく必婆があります。

⑬小児在宅医療について、関の小児等在宅控室聖書遼携拠点毒事業を受託し、モデル地区における連携体制の構

築lこ取り緩んでいます。今後、モデル地区での取組を全県的な取組として展開していく必要があります。

⑬地方独立行政法人三重県立総合医療センターについては、法人による自主的・自律的な経営のもと最新

鋭のMRI （磁気共鳴磁像）装援の導入が進められるなども診療機能の充実が図られつつあります。

⑬医療安全支援センターにおいて、医療に関する思春・家族からの相談や苦情に応じるととで、患者・家

族等と医療機関との億類関係の構築を支援しています。

⑬医療機関向けの病床機能報告制度の説明会を8月に開催しましたが、医療機関の混乱を避けるため、必

要な助言を行う必要があります。また、新たな財政支援樹皮にかかる都道府累計画の着実な推進を図る

必要があります。

⑫三護県爾民健康保険広域化等支援方針I：：沿っで、関民健康保険の広域化に向けた保険財政共間安定化事

業の拡充を推進するとともに、医療費適正イむを図るため、後発医薬品の愛媛遼知について過半数の市町

で年内実施に向けての準備が進められています6 残りの来実施の市町について、引き続き支援レます。

また、留の国民健康保険の制度改革の動きを注視しながら、市町との適切な役割分担等のあり方につい

て、市町や関係機関と検討する必要があります。

⑬県立こころの医療センターについては、外来診療や訪問看護等の地域生活支援のー震の充実に向けた取

級を進めるとともに、精神科救急患者の受入や認知疲治療、アルコール依存疲治療、早期介入・早期支

援などの政策的医療及び先進的医療等の提供に取り緩んでいます。今後も、患者満足度の向上を関りな

がら充実した精神科医療を提供していく必要があります。
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⑬県立一志病院については、家庭医療の実践を遜して予防医療や在宅医療など地域ニーズの高い医療を提

供するとともに、地域に最適な包括的で全人的な医療体制づくりに必要な保健、医療、福投等の多職種

主主携を推進する取組を進めています。今後も、患者満足度の向上を腐りながら家庭医療を中心に病院運

営を進めていくとともに、多職種の連携を一層推進できる効果的な事業に取り紐んでいく必要がありま

す。

⑫県立志摩病院については、県と指定管理主者の関1了、代表者による取組方針等の確認・共有、県による定

期的な病競運営状況の確認や課題読書E毒事を進めてきており、こうした取組が内科系常勤l2f締の縫員や毅

急医療体制の拡充なと、診療体制の回復・充実につながってきています。引き続き志摩地域の中核病院

として、地域住民の皆さんに良質で満足度の高い医療が提供できるよう指定管理者と逮携し取り絡んで

いく必要があります。

l健康福祉部 II
①より多くのE歪胸修学資金貸与者等に地域医療支援センタープログラムを活用してもらうことにより、若

手医節のキャリア形成支援とあわせて、医師の地減偏在の解消につなげていきます。

②平成 29年までの看護職員の需給見還しを平成 27年 12月までに策定するとともに、看護職員確保対策

t検討会を継続的に開後し、総合的な確保対策に取り組みます。

③看護職員や女性医師等の就労環境改善に向け、医療勤務環境改善支援センターにおける総合的な支援体

昔話を補完できるよう、看護職員確線対策検討会や医療勤務環境改善支援センター運営協議会での議論を

ふまえつつ、各医療機関による勤畷環境改善の取総に対する支援の充実を図るとともに、女性が働きや

すい医療機関を認証する取組を行います。

＠看護職員等の麟織防止のため、多様な保育ニーズにも対応できる病院内保育所設震にウいて、支援の充

実も含め、施設の状況に応じた働きかけを実施します。

⑤看護職員の確保については、引き続き、三護巣ナースセンターが求人側の勤務環境を十分把援し、ハロ

ーワーク等と連携して、求職者への就業斡旋を実施します。また、平成27年10月から始まるナースセ、

ンターへの免許保持者の届出制度について、円滑な導入に肉けた取組を進めていきます。

⑥不足している助護部については、就業先の偏在是正を図るとともに実習施設の確保や助産実践能力強化

に向けて、助産飾出向システムの導入を検討します。

⑦県内の各関係大学の参画により、医療技術や人材育成など、医療分野の国際連携体制の構築に取り級み

ます。

⑧公立大学法人三護県立看護大学について、県が策定した第三期中期自擦の遼成に向けて、法人が作成し

た中期計画及び年度計額に3基づいて適切な大学運営が行われるよう必重要な支緩宏行います。

⑨ドクターヘリの広域連携について、和歌山県との級友応援、奈良県との共筒遼用の基本協定の締結をめ

さ「すとともに、東海・長野地域における広域連携について、事務局である愛知県等と兵体的な連携体制 l

について検討を進めま才。また、＿ IMI E-NETjについて、試行の検証結果をふまえ、必要な改事告

を行います。

⑬救急医療億報システムへの時間外診療可能医療機関の参加促進について、県医F市会等の関係機関と逮援

して新規開業医を中心に働きかけを行いますB またち救急医療に対する理解を深めるため、「みんなで

守ろう I：三重の医療jキャンペーンを実施し、かかりつけ医を持つことや遼切な受診等について啓発を

行います。

＠重疲の新生児に対し、高度で専門的な医療を提供するため、 F雪産期母子医療センターの運営、設備整備

を支援するとともに、新生児ドクターカー（すくすく号）を引き続き運用します。また、「みえ予ども

医療ダイヤJvJについて、深夜帯の相談に対応できる体制を維持します。
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⑫在宅展療・介護遼携の充実につりでは、三重県在宅医療捻進懇話会の笈見安ふまえるとともに、医療介

護総合確保推進法にかかる制度等に基づき、地域の実情・特性に応じた地域包括ケアシステムのE華僑等

に資する取組を支援していきます。

⑬小児在宅箆療について、全県的な取組に向けての議論を展開するため、市町t：立すし、これまでのモデル

地区での取組状況についての情報提供を行うとともに、地域の関係機関の連携体制構築に向けた取組に

対し支援します。また、三重大学医学部隊属病院小児トータルケアセンターと連携しながら、これまで

の取級で明らかになった会民主的な課題の解決に向けた協議、 J検討を行うとともに、モデル地区での取組

のフォローアップを行います。

⑬地方独立行政法人三護巣立総合医療センターについて、中期計画及び年度計画に慕づき、適切な病院運

営が行われるよう必要な支援を行います。

⑬医療の相談や苦情I；：迅速かつ約篠に対応できるよう相談内容を分析し、さらなる格談体制の充実を腐り

ます。また、県内医療機関における医療安全体制の護僚について必要な支援を行います白

⑬平成 26年度末に厚生労働省から示される地域医療構想（ピジョン）ガイドラインに基づき、病床機能

報告制度による医療機関からのデータ等凌分析するとともに、地裁における協議の場での議論をふまえ

つつ、ビジョンを策定します。また、新たな財政支援制度にかかる平成 27年度都道府燥計画について

は、医療・介護関係者等から幅広く意見を求めて策定していきます。

⑫三三重県国民健康保倹広域化毒事支援方針に沿って、引き続き収約率の向上、医療費の適正化などの市町の

取組を支援します。また、国民健康保険の制度改議に伴う市町との適切な役割分担等のあり方について、

引き続き市町や関係機関と検討を行います。

j病院事業庁 1
⑬県立ところの医療センターについては、政策的医療や先進的医療に取り組むとともに、訪問看護等のア

ウトリーヂサービス、作業療法、デイケアといった日中活動支援など地域生活支援をより充実させるべ

く取組を進めます。

⑬県立一志病院については、引き続き室長庭医療凌提供するとともに、地域に最適な包括的で全人的な医療

の体制づくりに向けて取り組んでいきます。

⑫巣立志摩病院については、診療体制のさらなる回復を図ってわく必婆があるため、引き続き指定管理者

に対して適切な指導・監督を行うとともに、志摩地域の医療体制の充実に向けて連携して取組を進めま

す。

l健康福祉部 ii
①（一部新）医師確保対策事業【基本事業名： 12101 医療分野の人材確保］

予算額：（26) 7 7 6' 2 g 2千円→ (27) 7 5 9' 9 4 7千円

事業概要：医師の不足・偏在の解消を図るため、医師修学資金貸与制度の運用、指導医確保・育成等

の研修病院等魅力向上支援、女性が働きやすい医療機潟認託制度など女性医師等への子育

て・復帰支援、全弱からの医師招へいなどの取級そ通じて、救急医療を中心的に担う若手

医師等の県内定援を進めます。

「＼
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②（一部新）医師毒事キャリア形成支援事業［基本事業名：！Z!Ol 医療分野の人材確保］

予算額：（Z6) 5 3, O 8 9千円 → (Z7) 7 8, 8 4 6千円

事業概婆：医師の不足・儒在の解消を図るため、三重県地域医療支援センターにおける修学資金貸与

医師等の若手医師を対象とした後期臨床研修プログラムを遼用するとともに、医療分野に

おける国際連携等に取り緩みます。また、へき地等の地域医療の扱い手を育成するため、

研修医、医学生等を対象に三重県地域医療研修センターにおいて実践的・特徴的な研修等

を実施します。

③（一部新）看護職員確保対策事業［基本事業名：！Z!Ol 医療分野の人材確保】

予算額：（Z6) 1 7 2 , 7 5 1千円 → (Z7) 2 5 8 , 3 6 1千円

事業概要：i多様な保育ニーズにも対応できる病院内保育所の設震に向けた支援の充実を図るとともに、

医療勤務環境改善支援センターにおける、医療機関のニーズに応じた将談、専門家派遣な

どの取級を遊じて、看護織良をはじめとする医療従事者の離職防止、復職支援を図ります。

また、効E華阪の地域備をの解消や助産実践銭カの向上を図るため、助産師出向システムの

導入を進めます。

③（一部新）ナースセンター事業［基本事業名：！Z!Ol 医療分野の人材確保｝

予算額：（Z6) 2 5, 1 8 8千円 → (Z7) 3 0, 4 0 6千円

事業概婆：未就業の看護軍事長I；：対して、無料就業斡旋毒事による再就業支援を行うとともに、看護の魅

力の普及啓発を遜じ、医療機関等の看護織員不足の解消を図ります。また、免許保持者の

届出制度の導入にあわせて、高量級者へアプローチしていく仕緩みを構築しますe

⑤公立大学法人関係事業｛基本事業名：！Z!OI 医療分野の人材穣係】

予算額：（Z6) 7 O 9 , o 5 i;千円 → (27) 7 8 1 ' 6 3 8千円

害事業概要：公立大学法人三重県立看護大学がその運営を確実に実施するために必要な経費を交付しま

す。また、法人の業務の実績等1；：演する評価安行うため、附属機関として設援している「三

霊泉公立大学法人評価委員会Jの運営を行います。

③（一部新）救急医療体制再建儲・医療情報提供充実事業｛基本事業名： 12102 救急・へき地毒事の医

療の篠保｝

予算額：（26). 4 8 6 ' 3 5 7千円 → (27) 5 8 3 ' 2 9 4千円

事業機婆：地域における救急医療体制の維持・確保を図るため、市町や関係機関と連携して普発活動

に取り組むとともに、救急医療情報システムによる初期救急医療情報の県民への提供、二

次救急医療機関等への支援、ドクターヘリの運航支援、 fMI E-NETJの遼用支援等

を行います。

⑦救急・へき地医療施設設備整備費補助金｛基本事業名： 12102 救急・へき地等の医療の確保］

予算額：（26) 2 • 9 4 5 ' 9 1 6千円、→ (27) 1 ' 7 8 4' . 3 5 2千円

事業概要：地域医療再生計画に基づさ、地域医療体制を再構築守るため、病践の再編統合に伴う新病

院の施設慈備等の取組を支援します。
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③少子化対策j湾産期医療支援事業［基本事業名： 12102 救急・へき地等の医療の確保］

予算額：（26) 4 2. 6 5 9千円 → (27) 6 3. 7 4 5千円

事業概要：安心して産み育てる環境づくりを進めるため、淘E量潟母子医療センターの設備整備への支

援を行うとともに、産科オープンシステムの構築に取り組む周産期母子医療センターの取

総を支援します。

⑨在宅医療推進事業｛基本事業名： 12102 教念・へき地等の医療の確保］

予算額：（26) 4 0. o. 4 0千円 e→ (27) 4 0. 5 8 8千河

事業概要：かかりつけ医の普及定穫を図るため、地域住民とのタウンミーティングや、医痴を対象と

した、かかりつけ医機能強化研修等を実施します。また、医療ソーシャルワーカー研修や、

県内外の事例を情報共有するため、多職穫が一堂に会レて行う報告会等を開後し、市町に

おける地域包括ケアシステムの構築を促進します。

⑬N ICU等長期入院児在宅移行支援事業［基本事業名： 12102 救急・へき地等の医療の確保］

予算額：（26) 5 2. 9 2 1千円 → (27) 5 2. 9 3 8千円

事業概要：安心して濠み育てる環境づくりを進めるため、 NICU等べの長期入院児の退院を促進す

る体制の運営への支援や、 rj~児在宅医療を行うために必要となる体制整備、人材育成等の

取組を支援します。

⑬地方独立行政法人三重県立総合医療センター関係者事業［基本事業名： 12102 救急・へき地等の医療の

確保］

予算額：（26) 1, 768, 1.13千円→ (27) l , 7 0 l , 5 0 6千円

事業概要：地方独立行政法人三護巣立総合医療センターの運営経費のうち、政策医療の提供に必要な

緩草壁を交付します。

また、法人の業務の実緩等に関する評価を行うため、附属機関として設震ましでいる「地方

独立行政法人三重県立総合医療センター評価委員会j の運営を行います。

⑫地方独立行政法人三重県立総合医療センター資金貸付費［基本事業名： 12102 鋭急・へき地等の医療

の確保］

予算額：（26) 1 • 7 1 6. 6 9 6千円 → (27) 1 • 7 1 4. 1 1 8千円、

事業概要：地方独立行政法人の長期借入金については、設立団体である祭からの借入金に限られるた

店め、県が企業僚を発行し、その資金を地方独立行政法人三議巣立総合医療センターに貸し

付けます。

⑬（一都新）医療安全支援事業［基本事業名： IZI03医療の質の掬ぶ】

予算額：（26) 4, 4 3 5千円 →’（27) 5. 2 3 7千円

事業概婆：医療相談の専門震を2名配霞し、患者・家族等の苦情や格談に対応するとともに、医療安

全に関する講演会の開催等を行うことで、患者と医療機関との信毅関係構築を支援します。

また、院内感染対策向上のため、県内医療機関相互の地域支援ネットワークの構築を図り

ます。
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⑬（一部新）医療審議会費｛基本事業名： 12103 医療の繁の向上］

予算額：（26) 6 4 6千円 → (27) 8, 154千円

事業概要：地域医療構想（ビジョン）ガイドラインに基づき、関係者との協議を行い、ビジョンの策

定に着手します。また、医療・介護関係者で構成する「新たな財政支援制度j懇話会の意

見をふまえ、平成27年度都道府媒計画の策定を行います。

③病院事業会計負担金・補助金・貸付金［基本事業名： 12104 県立病院による良質で満足度の高い医療

サ「ピスの提供］

予算額：（2!}} 3 • 5 0 2 • 8 2 4千円→ (27) 3 • 4 5 4 • 9 9 6千円

事業概要：病院事業管理者に対して、政策医療を実施するために必要な経費そ交付するとともに、安

定的、継続的な管理運営を図るため、業務の確実な実施や当磁の経営基盤強化にかかる資

金の交付、袋付を行います。

⑬国民健康保険調整交付金［基本事業qi]: 12105 適正な医療保険制度の確保］

予算額：（26) 8. 3 5 5. 3 0 2千円→ (27) ? . 5 ;:; 8 • 8 7 7千円

事業概要：市町の医療費水準や所得水準の違いによる国民健康保倹財政の格差の是正のため、県調整

交付金を用いて財政調援を行います。
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一病一
巣立病践による良質で満足度の高い寝室聖書サー巴スの援

予算額：（26) 1 • 2 4 8 • 7 6 2千円 → (27) 1 • 1 0 0 • 8 5 5千円

事業概要：祭立志摩病院の指定管理者に対して、政策控室控室を実施するために必要な経費を交付すると

ともに、経営基盤の強化を図りつつ、安定的、継続的な病院運営を実施していくための資

金の交付、貸付を行います。
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平成27年度当初予算選択・集中プログラム取級概要

緊急課題解決1 命を守る緊急減災プロジェクト ｛主担当部局： i防災対策部）

泉氏の皆さんの命を守ることを最優先として緊急かつ集中的に取り組むべき対策を定めた「三E重県
緊急地震対策行動計画Jや新たに策定する「三蓑県新地震対策行動計濁（仮称）J、災害に強い地域づ

．くりをめざす f三重風水害等対策アクションプログラムJ等の箭習に基づく取組を篠実に進めていき

ます。また、市町をはじめとした関係機関との遼携を充実させ、「備えるとともに、まず逃げるjた

めの対策や防災教育の推進、地域紛災の核となる人材の育成、自然災害害に備える基幾施設の室主備等に

重点的に取り総むなど、族全体の災害対応カを高めていきます。

包標項自

の説明
県関係部局が減災に向けて緊急に取り組む行動項目（アクシヨン）の進捗率の平均値

ゅーーーー倫均白色白血但恒国H,____ _ 

27年度目穣 ., 

伎の考え方 I 

（みえ県民カ i期間内に対策を着実に実施していくため、目標として設定しました。
ビジョン記載
内容を転記〉

1 「『逃げるお
ための謀議j を｜緊急に滅災糊｜ ／ ！ 
解決するために を実施する市町

の数 I 29 r甘lltrI 

29市町｜ 29市町

29 r宮町 29市町 E

防災講演会、研｜ ／／  I 8,500入 10,000人 110,000人
修会等への参加
促進 I 8,000人I10,376人 I11.247人
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2 「地震による

建物被害軽減jこ耐震装準を満た
向けた課題1を した住宅の翻合

、z解決するために 82.2% 83.7% I 85.2% 

g・s.0% 100% I 100% 

99.4% 100% 

88.4% 91.6% 92.4% 

90.1 % 92.9% I 

災害喜拠点病院等 B’ _,,- 71.4% 68.6% I 71.4% 

の耐震化率 62.9% 68.6% I 68.6% 

3 r災主害対応力 策定・見複し

題強J化にを舟解決Ifすた諜る 新の計た図な的防な災推対進策 …新たd な静耳主総の計画的な実

ために … -• "" • ... I，.，，，.，…ω 畑中
4 F自らの命を学校防災のリー
自ら守るための ダーが中核とな 50.0% 100% 100% 100% 
課題」を解決す＼り防災！こ取り組

るために 叡ん合でいる学校のI-I 99.7% I 100% 

防災に関連した / 80人 l 160人 i 240人 i 320ん

人材の育成（索

計） 0人 62人 179人

5 f自然災害に
備える基盤綴設脆弱化した海岸 40か所 111か所 I200か所i I 200か所

の整備に向けた堤防の補強対策
課題j を解決す儀所（累計） I I 55か所I160か所
るために

1農地漁港海岸i」／／｜ 問 ml 捌 mI 3，附

保全施設等の整

備延長（累計） I 1,680m I 1,983m I 2,965m 

［実践取組1 rn逃げる』ための課題Jを解決するために］

①地域減災カ強化推進補助金については、津波避難施設や津波避難路重量備、災害害時要援護者避難対策事

業など、 29市町の 172事業に対して 285,466千円 C!O月末実績）を補助していますが、今後、市町

の紡災・減災対策の取組方向もふまえ、津波避難対策等を重視した瑛行制度の見直しについて検討を

行つ℃いく必要があります。三重泉新地震・津波対策行動計砲の中間評イ衡を行う平成 27年度に、市

町に対する支援のあり方について総合的な見直しを行うとととしており、とれまでの実績や市町の防

災・減災対策事業の進捗状況の検証に着手したところです。
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②「津波避難に隠する三三重県モデJvJの水平渓潤について、熊野市で新たにこ木島町と木本町の2地区

で取紘が行われているほか、紀さ霊園I鵜殿地区でも取級が始まりました。また、南伊勢町、津市でも昨

年度に引き続き「MyまっぷランJを活用した津波避難計菌作成の取組が行われていますが、北中部

への広がりがない状況にあります。「遊幾所運営マニュアルjについては、熊野市新鹿地区で取級が

行われているほか、四日市T官、伊賀市でも昨年度に引き続き、取組が行われています。また、鈴鹿市、

亀山市、菰野町、志摩市ほか3市町でも取組について検討が行われています。

③防災対策部と地域防災総合事務所・地域活性化局による f地域防災・危機管理会議jにおいて、毎月、

取組の情報交換や進拶状況を共有しています。今後も引き続き、地域や住民の自主的な取組が促進さ

れるよう、支援していく必要があります。

③メディアを活用した啓発については、草書発番組（レッツ！防災）を放送 (IO月米実緩： 12厨放送）

し；地域や俊民が主体となった取組を中心に紹介しました。また、妨災シンポジウムについては、市

町や fみえ防災・減災センター」と連携し、 9月27日に伊勢湾台風55年事業（桑名市）を実施した

ほか、 12月6臼に沼手日東南海地震70年シンポジウム（津市）を隠催する予定です。また、アーカイ

ブの構築に向け、昭和東南海地震に関する体験談や資料の収集に取り組んでいます。こういった取級

は行っているものの、県民の防災意識の向上になかなか結びついていかないのが実状です。

｛実践取綴2 r！也箆による樹搬審議滅に向けた課題jを解決するために］

①木造住宅耐震化補助の申込戸数は、 10月末時点で、診断 I,232戸、設計 168戸、補強工事 I19戸と、

書苦笑に推移したととにより、木造住宅の献策化を促進することができました。さらなる促進のために

は、診断を終えた方が補強工事を実施するように、 E室援促していく取級以E、婆です。
②不特定多数が利用する大規模建築物等のうち、溺震診断が義務イじされた建築物において5棟で耐震診

時奇に若手し、滋難所として活用される建築物（ホテル、旅銭等〉において1擦で祷助詩型i度を活用した

耐震改修に向けて動き出しました。耐震化を促進するため、檎助制度を創設した市町と連携して対象

となる建築物の所有者に補助制度を周知し、耐震診断及ひ潤震改修の支援を行うとともに、補助制度

が来援僚の市町に対して昔話度創設を働きかける必要があります。

③災害拠点病院等の耐震化については、 3病院で耐震化工事を笑絡しており、 2病院に補助をしていま

す。今後、磁書室化工事が来実施の病院について、耐震化を促進する必要があります。

③耐震工事がi摩れv年度を繰り越した特別養護老人ホーム1施設の耐震改修は完了しました。耐震診断

の結果、耐震補強が必要と判明した、滋難所指定安受けている養護老人ホーム1施設に対して、改修

工事の早期者工に向けた助言等を行いました。今後、年度内t：改修工事が完了するよう支援すること

により、高齢者関係入所絡設の謝重量化は完了．する見込みです。障害者支援施設については、溺震化重E
備が完了しました。保育所については、耐震補強を行う4施設のうち、 3施設については改修工事に

着手しており、 l施設むついては早期若手に向けて助言毒事を行っています。私立幼稜箇1施設につい

ては耐震改修等に完苦手しています。

⑤県立学校施設の非構造部材の耐震対策については、早期の完了を目指して、引き続き指摘箇所の耐震

対策を進めています。特に屋内運動場等の天井等落下防止対策については、 6月から 10月にかけて

71校で点検調査を実施し、その結果、指檎のあった吊り天井等の対策を計図的に取り緩んでいく必

要があります。

⑥幼稚園そ除く私立学校では、 1様の耐震改築工事が進められていますが、依然として米耐震の校舎等

が存在しています。
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【実践取組3 f災害対応力強化に向けた課題jを解決するために1
①三重県地震被害想定結果をホームページ（「防災みえ吊 jpj）で公開するとともに、様々な機会を捉

え、リーフレット等を用いた務発に取り組み、県民への湾知を図っているととろです。また、被害想

定調査結果のメッシュデータ等、詳絡なデータを市町や妨災関係機関に提供するとともに、被害想定

調変結果べのIEしい淫解と活用を促すため、市町職員を対象とした研修会（8 fl 22日）を実施しま

した。今後も引き続き、 i暴民への周知を図るとともに、市町や防災関係機関が避難対策の検討やハザ

ードマヅプの策定等、地震被害怨定調査結果の防災・滅災対策への具体的な活用を進める際の様々な

支援要議に応じていく必要があります。

② f三重県地域防災計画（地震・津波対策編）j及び「地震被害想定調査結果Jを受け、「市町地域防災

計磁jの修正に取り組む市町からの支援姿請に応えるとともに、必要なデータ提供を行っているとこ

ろです。 f三E霊泉地域紛災計調（風水害等対策編）Jの見直しについては、紀伊半島大水容で得た教司ii

や災害撃対策基本法の改正内容を踏まえた見渡しを進めるとともに、新たにタイムラインの考え方を活

かした防災対策についても導入を検討することとし、関係部局の防災:JlH若者を対象としたタイムライ

ン勉強会を7月に実施するとともに、 10月にワーキンググループを立ち上げ、各部局との検討を進

めています。今後、 3月末に開後予定の三重県防災会議！こ肉け、「地域防災計爾（風水害等対策編）J

の見返しを的確に進めるとともに、「地域防災計画｛地震・津波対策編）Jについて、南海トラフ地震

対策特別措霞法に慕づく推進計簡と位霞付けるための必要な修正を行う必要があります。

③「三霊泉新地震・津波対策行動計顔j について、平成25年度の取組結果と今後の敦組の方向性を取

りまとめました。結果については、防災対策会議幹事会（9月11日）において庁内の共有を図ると

ともに、県議会常任委員会 00月8日）に報告しました。また計画については、ホームページ（「防

災みえ.j pJ）で周知するとともに、冊子を印刷（5月： I,200部、 7月： 800部）し、市町や防災

関係機関を始め、各部局カ在所管する団体等にも配布し、会議やイベントの場を活用した啓発をお願い

してきたところです。今後も、音t@iの毒苦笑な推進を図るとともに、さらなる広報に努める必要があり

ます。

④桑名市と木欝師陣Iが南海トラフ地震対策特別措憲法に基づく「津波避難対策特別強化地域jの指定か

ら漏れたことから、県として、直ちにとの地域の妨災・減災対策の検討に若手ずることとし、平成

26年4月に、県・桑名市・木曽岬町からなる f祭北部海抜ゼロメートル地帯対策協議会jを設立す

るとともに、実務レベルの検討会議（6月3日～10月15臼： 7回）において必要なハード・ソフト

満面からの対策にフいて検討を護ね、取り組むべき対策について、広域避難施設整篠等に係る支援や

符ill堤防の耐震対策など国への政策提言等を行う項宮、津波避難施設整備等に対する支援や海岸堤防

の耐震対策など燥が実施する項目、遊難計留の作成など市町が実施する項目などに仕分けるなど、一

定の整理を行うとともに、平成26年11月には、秋の政策提嘗活動において国への政策提言を行いま

した。今後は、関係市町とともに広域避難の具体的なルールづくりなどを進め、地域の安心・安全の

確保につなげていく必要があります。

⑤ f三重県新地震・津波対策行動計磁Jの愛点項目に位霞付けた：±婆観光地における観光客の防災・減

災対策を進めるため、平成26年度は鳥羽市、紀北町と共同で観光地における課題検討を進めること

とし、現在、両市町との協議を進めています。また、観光地における防災対策の機運を高めるため、

6月に緩光・国際局、防災対策部、みえ防災・減災センター、ー鳥羽市が遼携し、広〈観光関係者や市

町職員を対象とした綴光防災セミナーを潤催しました。これを受けて鳥羽市では、 10月に、観光関

係者による、災客待の帰宅困難者対策そテーマとしたワークショップが開催され、擦とレてもi涜災技

術専門員が指導を行うなどの支援を実施しました。今後も潟市町と連携し、帰宅関難者となった観光

客への対策や避難対策など、具体的な課題設定に基づく対策の検討を進めていく必要があります。
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⑤新たに策定する「三重県新潟水害害対策行動計画（仮称）Jについて、音f爾の全体構成案及び過去の風水

喜善から三重県が学ぶべき教習IIや課題を取りまとめ、防災会議専門部会の f防災・減災対策検討会議7

月潟催）Jに諮り、課題等の検討凌進めるとともに、この課題等もふまえた風水警対策全般にかかる

具体的な行動項目家について整理を行いました。引き続き関係部局、市町、関係機関等との調書室そ図

り、議会からの意見等も踏まえた上Jr;'~ 平成 27 年 3月の公表t::：向けた策定作業を進める必要があり
ます。

⑦原子カ災害対策について、被害を受ける立場と他巣からの避難者を受けλれる立場の関商から、 f三

議巣地域防災計薗（風水害警等対策綴）jへの記載内容を、原子力災害害対策アドパプザーの意見を関ぎ

ながら検討し、 l今年度中の策定に向けて進めていく必要があります。

③防災アセスメントの調査結果について、 6月に潟催された四日市コンビナート防災協議会を遜じてコ

ンピナート事業者へ説明を行うとともに、 7月にはコンピナート害事業所の安全対策を推進するため、

コンビナート事業者を対象とした保安対策セミナーを開催しました。今後、留において示される予定

の長関期地震動対策や関係機関の意見等もふまえ、石油コンピナートの防災対策がより促進されるよ

う F三重県石油コンビナート等紡災計画Jの見直しを行う必要があります。

⑨災害対応力の充実・強化に向けては、平成 24、25年度に整儀レた泉災害対策本官官や地方災害害対策部

の体制について、図上訓練により活動マニュアル及び災察対策本部体制の検証を行い、さらに災害害対

応力の強化を進めるとともに、実動昔日綴により救出・救助機関や医療機関との連携強化を図っていく

必要があります。

⑬県と市町の広域的な応援・受援体制の整備については、 f県と市町l；：おける災警時広域支援体制構築

連携会議jや国土交遊省中部運輸局の「災害ロジスティック中部広域連絡会議三重県地域部会」によ

り、災害発生時における物資支援や広域避難について、引き続き検討を進める必要があります。また、

広域避難｝ごついては、県北部海抜ゼロメートル地帯対策協議会における協議総菜をふまえるとともに、

県境を越える調書室が必婆となるととも考えられることから、三重県、愛知県、岐阜県、名古屋市で構

成する f東海三県一市・木曽三}II下流域等における防災対策連絡会議Jにおいて、県境を越える広域

避難について協議を行っており、引き続き検討を進める必要があります。さらに、集と市町の災害時

の人的広域支援体制として派遣チームを編成していますが、台風接近時には必要に応じですみやかに

市町へ派遣を行う必要があります。

⑬北勢広域妨災拠点については、完成の回途としている平成29年度に向けて整備を進める必要があり

ます。また、県南部地域の災害時の孤立対策として、航空燃料の備蓄を検討する必要があります。

⑫災審発生時に迅速で的確な応急復！日活動を実施するため、民間関体等との締結演の協定や覚書につい

て、訓練などを遜じて、実効性を確認しつつ、連携を強化していく必要があります。

⑬災害医療コーディネーター研修会の実施内容の参考とするため、石署長赤十字病院スタッフを中心に設

立された災害医療ACT研究所が実施する研修会を視察しました。今後、視察内容をふまえて、より

実践的な研修内容を検討のうえ、災害医療ヨーデイネーター研修会を実施する必婆がありますqまた、

災答医療コーディネーターが、災答時に迅速かつ適切な対応ができるよう、災害医療訓練等への参加

を促進するとともに、研修や訓練を遂じて、危機管理に対する意識を高め、災宅害時対応力の向上をIm
っていく必要があります。 " 

⑬医療従事者の研修については、事ま議師等を対象とした災害看護研修を実施しています。閣が行うDM

AT技能総持研修や苦言動訓練に県内め隊員が参加しました。災察時IC:必要な医療を迅速かつ適切に提

供できる体制を確保するため、今後も引き続き、医療従事者を対象とした研修や実動訓練への参加を

促進し、災害時対応カの維持向上を図る必要があります。
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⑮11月に実施した県総合防災訓練における災察医療訓練において、災害医療対応マニュアルによる各

関係機関の勤時確認しました。今後、鰍合防災置II線での実効性を検証するとともに、保健医療部

隊図上訓練等を遜じて、引き続き実効性を確認する必要があります。

⑬地域災害医療対策会議を桑名、四日市、淳、松夜、伊勢、熊野の6地域で開催し（平成26年 10月米

現在）、災害医療に関する体制整僚に向けた協議やイ情報交換毒事を行いました。今後、残る鈴鹿、伊賀、

尾鷲の3地域でも開催し、関係機関の遼携強化を図るとともに、災答医療体制を整備していく必要が

あります。

⑫緊急輸送道路に指定されている県管理澄路の慈傍若E重点的かつ効率的に取り総み、平成26.年4月30

自に国道477号西浦バイパスヱ区を供用開始しました。今後とも、大規模災害から県民の皆さんの命

と暮らしを守るため、引き続き残る5路線の撃機および橋梁耐震の対策を遂めていく必要があります。

⑬道路啓関暴地むおいては平成27年度までに 13箇所'"EJ華僑する計磁のもと8箆所で、道路構造の強化

においては平成27年度までに21箆所で護備する計爾のもと7箇所で、それぞれ護備を進めています。

引き続き道路啓関2草地の護備及び道路構造の強化を進めていくほか、平成24年度に策定した道路啓

関マップを活用した国・県・市町・建設企業の連携による都練を爽施するζとで、迅速な道路啓関作

業に向けた態勢整備を推進する必要があります。

⑬交番・産主夜所le:避難誘導資機材等を！殴次整備して防災機能の強化を図っていますが、大規模な地震に

備えるためには施設そのものの整備を進める必婆があります。

【実践取総4 「自らの命を自ら守るための課題Jを解決するために】

①防災ノートの見夜しを行い、小学生（低学年版）・小学生（高学年版）・中学生版・高校生版の4種類

の改訂版を作成（！日絞は3種類）して、県内の全小.qi・5事・特別支援学校の新入金及E繍小学校4

年生に配布しました。また、ポルトガル語、スペイン語、中国語、タガログ語、ピザイヤ言語の外国語

版を作成し対象児童生徒に配布しました。このほか、改訂版防災ノートの回答伊lや指導上のポイント

などを記載した指導者用資料を作成し、対象学年の学級数分を学校に配布しました。防災ノートを活

用した防災教育のより一層の充書誌が図られるよう引き続き取り級む必要がありますe

②教職員を対象とした研修については、初任者・ 6年・ 11年・新任管理職の階層別研修に防災教育の

内容を盛り込んで、実施したほか、学校防災リーダー養成研修を4会場で実施しました。これまで防災

リーダーの養成に取り組んできましたが、今後はリーダーを中心に学校における防災教育をより一層

推進していく必要があります。

③県立学校や市町教育委員会の要請に基づき、学校における防災学習の支援を 107校 (10月末現在）

で実施しました。引き続き、 52校の支援要請 C!O月末現夜）があることから、学校の取組を支援し

ていく必要があります。また、地域と連携した防災の取級の実施家が県立学校では低いことから市町

や消防など地域と連携した訓練等の取組を進める必要があります。

③宮城県内3市町3校の中学生、教職員 12名が三三護県を訪れ、三重県内の3r官の中学校と防災学習に

取り緩みました（8月4日～6日）。今後は、交流を適じて培った取組を、県内の妨災教育・防災対

策につなげていく必要があります。

⑤fみえ防災・減災センターjが防災人材の活用を見据えて澱議した「みえ防災さきもりコース」をは

じめとする3ゴースの防災人材育成講座には‘現在、あわせて48名が受講しています。また、女性

に限定したみえ妨災コーデイネーターの新規育成講座では、 31名が認定を受けるとともに、女性を

中心とした専門織防災研修についても、 37名が修了しました。市町妨災担当職員の防災研修につい

ては、 8月8白から 9月四日まで全5図のま華麗を開講し、 23市町の職員が受講しました。このほか、

fみえ防災人材バンクJの枠級を構築し、みえ紡災コーディネータ一等が、市町や地域の防災活動支

援で活躍できるよう、パンクへの登録を促進していく必要があります。
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また、防災人材のあり方について、地域防災の中核を担うのは消防聞や自主防災組織であり、みえ防

p 災コーディネータ一等の防災人材がその活動を補完し、市町や燥がその全体を掌握する、という枠組

みを明確にして、それぞれの機能を高める必要があります。

⑤企業防災カの向上については、「みえ防災・減災センターJに関設した相談窓口において、 IO月末ま

でに40件の企業等からの相談に企業防災アドバイザ一等が対応するとともに、 11月14日、 15自の

両日に開催された「みえリーディング産業展 20!4Jに出展し、県内企業への相談窓口の周知を図り

ました。引き続き、「みえ企業等防災ネットワークJにおいて、相談窓口を積極的に活用するなど、

fみえ防災・減災センターJとの遼携を深めながら取経そ展開していく必要があります。

【実践取組5 「自然災害に備える纂健施設の整犠に向けた課題Jを解決するために1
①地震・津波に対じて綴れにくい構造とするため、河川堤防については、津波浸水予測区間内の脆弱筒

所 183箇所のうち、 24箇所で補強対策を進めています。海岸堤訪については、 E危弱箇所200翁所の

うち 50箆所で祷強対策を進め、当初の計蘭を1年前倒しして、平成26年度中に対策を完了します。

また、河Jll.海岸堤防については、海Jll改修や海岸潟潮対策等に合わせた耐震対策を実施するととも

に、河口部の大裂水門等については2箆所ゼ耐震対策に着手しましだ。引き続き、これらの対策を進

めていく必要があります。

津波浸水予測区域内にある急傾斜地崩嬢防止施設については、 10箇所で緩援等のま到着を進めていま

す。引き続き、市町及び住民との調整を腐り、対策を進めるととが必要です。なお、夜繕河JI[.海岸

事業において、木曽三川下流域の海抜ゼロメートル地帯における堤防の耐震対策や、事事松阪滋海岸の

津地区r栗葉町屋コ二区j、f阿潜浦・御殿場工区jの逮僚が進められており、さらなる促進が必要勺す。

②河川堆積土砂撤去については、全建設事務所において当該年度と今後2年間の実施候補領所を関係市

国了と情報共有する f箇所選定の仕組みj により、関係市町と撤去必婆街所の優先度について検討し、

選定した撤去笛所の情報共有を図りました。土砂撤去が必要な淘Jllが多く残っていることから、洪水

被害撃を軽減するため、継続した事業の推進が必要です。また、土砂災害危険箆所内に立泌する災害時

婆援護者問遼施設の保全については、 5鐙所で、砂防えん壌や擁護等の繋備を進めています。引き続き、

市町及び住民との翻盤を図り対策を進めることが必要です。

③農山漁村地域における避難路の整備については、 1箇所の整備が完了し、残る 1箇所の繋備を進めて

います。漁港施設については、 5地区で防波堤の改修等を、漁港海岸については、 4地区で堤防の改

修等をそれぞれ進めています。長基地海俸については、熊野滋沿岸の1地区で堤防の改修を進めていま

す。しかしながら、農地海岸及び漁港海岸について、国庫補助である農山漁村地域議備交付金の交付

が、県の要望額に対して大きな不足が生じています。

｛実践取総1 rn逃げる』ための課題jを解決するために】

①市町が主体的に取り組む防災・減災対策への支援について、平成21年度には、市町に対する支援の

あり方について総合的な見直しを行います。その中で、補助金についても、市町の防災・減災対策の

取組方向もふまえ、対策の重点化を行うなど、本県の防災・減災対策の進展に寄与する内容としてい

きます。

②「津波滋葉監に関する三重県モデ）］；Jや「避難所遼営マニュア）］；の策定Jの取総が、市町や地域におい

て底く展開されるよう、引き続き、市町や地域防災総合事務所・地域活性化局と連携するとともに、

「みえ防災人材パンクjの枠組により、 i努災人材を地域の取組に積極的に活用し、 P畏内への水平良潟

を図ります。
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③llli災啓発について、啓発活動だけではなぐ、「みえ防災・減災センターjで育成した防災人材を活用

しながら、 f津波避難に関する三重県モデル」などの水平展開を行うととで、県民の妨災意の向上lご

努めるとともに、広く普及を図っていきます。あわせて、メディアを活用した啓発や市町や fみえ防

災・減災センターjと連携したセミナー等による啓発を実施していきます。

［実践取組2 「地震による建物被害軽減に向けた課題Jを解決するために1
①木造住宅の1耐震イむを促進するため、引き続き、耐震診断、設計や祷強工事への補助を行います。また、

診断を終えた方が、住まいとまちの安全に向けて、それぞれの状況に応じた対策そ講じることができ

るよう、市町と連携して展開していきます。

②不特定多数が利用する大規模建築物等の耐震化を促進するため、引き続き、補助制度を創設した市町

と連携して補助制度そ周知するほか、補助制度が未整備の市町I：：対して制度創設を働きかけ、耐震診

。i新が義務化された建築物の耐震診断及び避難所として活用される建築物（ホテル、旅館等）の部震改

修を支援します。

③巣立学校施設の屋内遼動場等の天井等落下防止対策をはじめとする非構造部材の耐震対策について、

平期の完了を目指して、計蘭的に実施していきます。

③米耐震の校舎毒事を有する学校法人に対しては、引き続き、それらの溺震化を促すとともに、校舎等の

溺重量化および、非構造部材のilfil箆対策に取り組む学校法人への支援を行います。

⑤災察拠点病院等の耐震化について、耐震化工事を実施している病院に対する補助を実施するとともに、

平成27年度1：：工事が完了する予定の病院について、計E富どおりに工事が完了するよう進捗状況を確

認します。また、耐震化が米実施の病践に対し補助制度の内容を周知するとともに、留に対し補助制

度の拡充等を働きかけます。

⑥面t震診断来実施の保育所及び私立幼稚留については、耐震診断1：：婆する費用を助成するとともに、磁

笈檎強が必要な施設の耐震化整備を進めていきます。

【実践取組3 f災害対応力強化に向けた課題jを解決するために】

①擦の地域防災計磁（地震・津波対策編及び風水害等対策編）の修正に基づき進められる各市町の関係

計磁の修正を支援します。また、 F三E重県新地震・津波対策行動計画j及びf三重県新風水警対策行

動計画（仮称）Jに掲げた行動項目が書苦笑に実践され、本県の防災・減災対策が推進されるよう、各関

係部局と連携して進捗を管獲します。f三重操業務継続計磁（BCP)J及びr三重県復興指針｛仮称）J 

を新たに策定します。日本海洋研究開発機構 (JぶMSTEC）との連携を強化し、 DONET（地

震・津波霊長視観測システム）の実用化に向けた取組を進めます。

②~t勢広域紛災拠点については、完成の毘処としている平成 29 年度に向けて、適切な進捗管理を行いー
ながら造成ヱ事に着手します。また、県南部地域の災筈時の孤立対策として、続安燃料の備蓄に向け

た取組を進めます白

③災害対応カの充実・強化に向けては、「訓練でできないことは、いざという災害のときに絶対にでき

ないjとの強いJ思いのもと、図上訓練においては、引き続き、積み重ねてきた改善を対策に反映させ

るとともに、さらに検証すべき課題を明確にして、災害対応力の議案な向上を図ります。また、実動

訓練においては、事喜係機関との連携および、地域の課題や特伎をふまえた、より実践的な防災訓練等

を実施します7.
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④産主と市町の広域的な応援・受援体制の整備については、災害発生時において物資支援や広域避難がす

みやかに実施されるよう、引き続き検討を進めます。特に広域避難については、泉北部海抜ゼロメー

トル地帯対策協議会及び「東海三県一市・木曽三JI[下流域等における防災対策連絡会議jにおいて、

広域滋革主体制のあり方や手続きなどの検討を進めます。また引き続き、来と市町の災害時の人的広域

支援体制として、台風接近時には必要に応じ、速やかに市町へ派遼チームの派遣を行う必要がありま

す。

⑤災害医療コーディネーターの研修会プログラムを、段階的に必要な知見を積み上げながら、より実践

的な災害医療体制づくりに資するよう、関係部著書が連携して作成します。さらに、研修内容を擦が各

地域で実施する訓練・研修会に反映させるとともに、災害医療コーディネーターの参加を促進し、災

害害時対応カのさらなる向上を図ります。

⑥医療従事者の研修について、看護締等を対象とした災害看護研修、医御を対象とした災窪時検家研修

を引き続き実施します。また、国がDMATを対象に実施する研修会や実動制緩への参加を促進し、

災害持対応力のさらなる向上を図ります。

⑦県総合防災訓練や紡災関J:自II線等において災警医療対応マニュアルの実効性を確認し、必要に応じて

内容の更新を行います。

③県内9地域において地域災害医療対策会議を跨催します。また、地域における災害医療訓練の実施等

について、関係機関で協議、検討のうえ、訓練を実施します。

！⑨緊急輸送道路の繋僚については、大波模災害から県民の皆さんの命と暮らしを守るため、引き続き、

残る5路線の整備および橋梁高官震の対策を進めていきます。

⑮道路i@'関を迅速に展開できる態勢の整備、充実に向けて、道路啓隠マップを活用した訓練を実施する

とtともに、道路務関墓地5箇所苅道路構造強化6儀所の獲備を行い、平成27年度までに送路啓関基

地13儀所、道路構造強化21儀所を獲備する計闘を完了させます。

⑪交委・駐在所に避難誘導資機材等をま華僑するとともに、大規模な地震の発生凌ふまえた施設商の整備

を計磁的に進めるととによる機能強化を目指します。

【実践取組4 f自らの命を自ら守るための課題jを解決するために1
①学校現場の意見をもとに、防災ノートを活用した学習がより効果的に実施されるよう、妨災ノートや

指導者用資料の充実を図っていきます。

② fみえ防災・減災センターjと連携して、学校防災リ｝ダー等を対象とした防災研修の充実凌図って

いきます。

③被災地との交流芸事業を遜じた防災学習や体験裂防災学習などの、学校における防災教育を支援してい

きます。

③防災・減災対策を進めるうえでは、地域防災の中核を担う消訪問や自主防災組織のカが必要であり、

自主妨災級織の指導的役割を果たす消防団長や若年層潟防団員を対象として、災害時要援護者対策な

どの自主防災組織の活動についての研修を実施するとともに、自主紡リーダ｝研修に消防関の活動に

ついての内容を盛り込むことで、消防団の災害対応力強化と自主防災総綴の活動の活性化、相互の淫

解と遼携を深める支援を行います。 fみえ訪災人材パンクj登録者が地域での実践活動を行うための

事前研修等を中心に、さらに地域で活躍できる仕掛けをつくりながら、人材バンクの充実を図ります。

企業妨災カの向上については、相談窓口アドバイザーの充実を図り、企業における紡災関係の取組を

支援します。 fみえ企業等防災ネットワークjにおいては、センターと遼携しながら、引き続き、 B

c Pの策定促進や地減における企業等の役割について検討を進めます。
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【実践取組5 f自然災害喜に備える基盤版設の整備！こ向けた課題j を解決するために］

①河川堤防については、津波浸水予測区間内の脆弱箇所 183箇所のうち残り 134鐙所について、 52箇

所の完成を目指して、引き続き補強対策を進めます。

海岸堤防については、地震・津波に対して「粘り強い海岸堤防jとするための計画づくりを進めます。

また、初Jlf改修や海岸商務対策に合わせた堤防の溺鍵対策と、河口部の犬猿水内等の耐震対策を推進

します。

津波浸水予測区域内lとある急傾斜地崩壊防止施設については、引き続き、市町及び住民との競撃を図

り、避難地・避難路を保全する急傾斜地崩壊防止施設の猿備を進めます。

直轄河)Iト海岸害事業において、木繁三川下流域の海抜ゼロメートJv地帯等における堤防の耐震対策や、

春季松阪港海岸の津地区 r~提案町屡工区J 、 f阿潜滞・御殿場ヱ区J の慈僚を促進します。
②河Jlf堆積土砂撤去については、 f鑓所選定の仕級みjにより、関係市町と撤去必婆儀所の優先度につ

いて検討し、選定した撤去衝所の情報を共有しながら、引き続き堆穣土砂の撤去を推進するとともに、

砂利採取を活用した土砂撤去の促進を限ります。また、土砂災害危険箆所内f：：立地する災害時要援護

者関遼施設の保全についても、引き続き、市町及び住民との調整を図り、土砂災害防止施設の護備を

進めます。

③呉常気象や地震霊・津波に備えるため、引き続き、防波堤など主主港施設の霊童備やE基地海岸及び漁港海岸

の堤防改修等を進めます。また、計極的な毒事業推進委図るため、予算確保や事業制度の重要望を行って

いきます。

｛実践取級1 nr逃げる』ための言葉題Jを解決するために】

①（一都新）地域減災対策捻進事業［妨災対策部］

予算額：（26) 2 9 2' 2 4 0千 円→ (27) 2 3 0. 2 4 6千円

毒事業概要：南海トラフ区大地震や内陸活断層による地震、台風等の風水害撃から「県民の皆さん

の命を守り抜むため、市町が実施する避難対策や避難所の整備、災害時要援護者対

策などの地域特性に応じた減災対策を支援します。特に、東北部の海抜ゼロメートル

地帯が抱える津波避難に関する課題を解決するため、津波避難施設整備等に対する支

援制度を創設じ、泉北部海抜ゼロメートル地帯における津波避難対策の推進を図りま

す。

②緊急避難体総整備事業｛妨災対策部］

予算額：（26) 2' 4 4 1千円→ (27) 1, 5 5 4千円

事業概婆：避難所運営マニュアル策定指針や津波避難に関する三重県モデルを活用した市町及

ぴ地域の取総が促進されるよう支援します。

③地域防災広報事業［紡災対策部］

予算額：（26) 3' 8 2 9千円 → (2η 3, 6 5 9千円ー

事業概要： f県民の防災意識Jを「防災行動Jへとつなげるとともに、 f防災の日常化Jの定着

を図るため、メディアによる広報活動等を実施します。
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｛実践取総2 F地震による建物被筈軽減に向けた議題jを解決するために】

①医療施設溺震化整備事業【健康福祉部］

予算額：（26) 1 • 1 2 2 • 4 1 0予円 → (27) 5 2 2. 1.6 0千円

事業概要：大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす災害拠点病院等の医療施設の耐震整備

に支援を行い、地震発生時における適切な医療体制の確保を図ります。

②災察医療体制強化推進事業（一部）［健康福祉部］

予算額：（26) 7 9. 3 2 5千円 → (27) 4 3' 5 7 1千円

事業概要：大綴模災害発生時の医療体制の充実強化を図るため、地域の拠点となる医療施設の

献言霊設備等を支援します。

③私立幼稚関擁設耐震化E華僑費等補助金（一部）｛健康福社部］

予算額：（26) 4 6. 9 8 6千円→ (27) 1 5. 0 0 0千円

毒事業概要：私立幼稚園における施設の溺箆化事業に対して助成を行うことにより、安心して学

べる環境の整備を促滋します。

③（一部新）私立学校校舎等覇活躍主化整備費補助金｛環境生活部］

予算額：（26) 2 2. 6 9 1千円 → (27) 8 l, 6 1 1千円

害事業概要：私立学校における校舎等の耐震化事業に対じて助成を行うことにより、安心して学

べる環境の整備を促進します。また、新たに、非構造部材の部震対策事業に対しでも

助成を行います。

⑤待ったなし！耐震化プロジェクト［県土E華僑部］
予算額：（26) 1 8 0 • 0 6 0千円 → (27) 1 8 0. 3 5 4千円

毒事業概要：地震による被容を軽減させるため、木造住宅の磁震診断、昔話震補強等を支援し、住

まいやまちの安全性を高めます。

⑥大規模建築物耐震対策促進事業［県土整備部］

予算額：（26) 1 7 9. 1 1 3千円→ (2η 183; 918千円

毒事業滅婆：建築物の地震！こ対する安全性のi向上を限り、泉氏の生命、身体を保護するために、

不特定多数が利用する大規模建築物（ホテル、旅館等）に対する溺震診断及び耐震改修

の支援を行います。

⑦学校施設の耐震化推進事業［教育委員会］＇

予算額：（26) 1 T 9 , 7 9 3千円 → (27) 1 • 1 6 1 • 5 3 3千円

事業概婆：県立学校施設について、非構造部材の溺震対策の全体計習に3基づき、震内運動場等

の天井等落下防止対策などを行います。
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【実践取総3 「災害対応力強化に向けた課題jを解決するために】

①新たな防災・減災対策推進事業［防災対策官官】

予算額：（26) 1 3. 6 3 6千円→ (27) 1 1, 2 6 0千円

事業概要：三重県防災会議の開催や各専門部会の運営を行うとともに、「三重県地域防災計箇J、

「三重県新地震・津波対策行動計菌j、「三重県新風水警対策行動計画（仮称）Jで位

音量づける、新たな地震・津波対策及び威水容対策を推進します。また、「三重県業務

調査統計画（BCP)J及び「三護媒復興指針（仮称）Jを新たに策定します。

②広域防災拠点施設整備事業｛防災対策部】

予算額：（26) 3 8. 5 7 8千円→ (27) 4 1 3. 2 1 3千円

事業概要：大規模災害発生時の県内への広域的な応援・受援体制の拠点として、 ~t勢広域防災
拠点を整備するため、造成工事を実施します。また、防災へ1）！等の航空燃料を東紀州

（紀南）広域防災拠点に備蓄するため、貯蔵所等の設計業務を行います。

③災害医療体制強化推進事業｛一部）【健康福役部］

予算額：（26) 1 7 5. 2 6 7千円 → (27) 4 6. 6 8 9千円

事業概要：大規模災害発生時の医療体制の充実強化を図るため、地域の拠点となる寝室療施設の

設備費備、災害時に適切に対応できる医療従事者の育成、災客待に医療活動の拠点と

なる災害拠点病院等の取組支援、地域の関係機関が連携した災害医療体制の構築等に

取り組みます。

④緊急輸送道路撃備事業｛県ニt繋備部］
予算額：（26) 2. 6 2 4. 6 5 2千円 → (27) 2 • 8 2 5 • 9 9 0千円

事業概要：災害時に人員や物資などの交通（総送）が確保されるよう、緊急輸送道路に指定さ

れている煤管理道路の号室備を進めます。

⑤道路啓関対策事業［県土慈備部］

予算額：（26) 5 4 0 • 0 0 0千円 → (2η 466, 000千同

事業概要：大規模地震・津波が発生した際に孤立が懸念される熊野灘沿岸地域において、道路

啓隠｛緊急車両等が適れるように、がれきなどを処渡し、段差を修正するなど、救援

ルートとして最優先で確保すること）を迅速に皮肉できる態勢の整僚を進めます。

⑥地域を支える善幸察活動強化事業［警察本部］

予算額：（26) 2. 3 9 3千円 → (27) 2. 3 9 ~千円
事業概要：地域住民の安全安心のよりどころとして童主要な防災拠点である交接・駐在所の機能

強化を進めます。
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＼ 

［実践取組4 「自らの命を自ら守るための課題jを解決するために】

①「みえ妨災・減災センターj事業［防災対策部｝

予算額：（26) 2 5. 1 4 1千円 → (27) 3 1. 2 2 9千円

事業被重要：「三重県・三重大学みえ防災・減災センターjにおいて、紡災人材の育成・活用及

び交減、地域・企業支援、情報の収集と発信、調査研究等を実施し、地域の防災・減

災対策の実践を支援します。

②学校妨災推進事業［教育委員会］

予算額：（26) 2 2. 1 2 6千円 → (27) 2 0. 1 7 8千円

事業概要：防災ノートの配布及び内容の見渡しの検討、学校防災リーダ一等を対象とした防災

研修、宮城県との交流事業、防災タウンウォッチング等の体験型防災学習の支援等を

実施します。

I実践奴級5 T自然災害に備える基盤施設の獲備に向けた課題」を解決するために】

①県営漁滋施設機能強化事業｛農林水産部］

予算額：（26) 4 1 9 • b 0 0千円 → (27) 3 9 ~. 0 0 0千円

事業概要：大規模地緩や津波等の自然災答に傍えるため、県において、漁港の防波堤、護岸の

改修や岸E置の耐震化等の整備を実施します。

②市町営農山漁村地域整備事業（水産基盤獲備）（一部）［農林水産部］

予算額：（26) 7 l, 4 0 0千円 → (2η 205, 800千円

事業概要：津波や高潮による漁港及び背後集落の被害軽減を図るため、防波堤を整備するため

の市町の取組を支援します。

③県営漁港海岸保全毒事業［農林水産部］

予算額：（26) 4 3 5 • 9 5 0千円 →，（27) 2 3 0. 2 5 0乎円

事業概要：南海トラフ地震等の大規模自然災害に備え、漁港海洋施設の機能強化（耐震対策）

を図るとともに、地震・津波対策の計画を策定し、防災・減災対策の新たな展開を図

ります。また、漁港海岸施設の老朽化などを踏京えた長寿命化計留を早急に策定し、

計画的な施設装備（修繕）に取り組むとともに、災害時に本来の機能が発揮できるよ

う、保全工事を実施します。

④市町営漁滋海岸係会事業｛農林水産部］

予算額：（26) 9 l, 0 0 0千白円 → (27) 1 1 5. 4 9 9千円

事業概要：南海トラフ地震等の大規模自然災害に備え、漁港海俸筋設の機能強化（耐震対策）

を実施し、防災・減災対策を促進するための市町の取級を支援します。
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⑤海岸保全施設整備事業【農林水濠務］

予算額：（26) 7 8' 7 5 0千円 → (2η 77, 700千内

事業概要：海岸堤防の大半は、部材の経年変化による施設の機能低下が進行しており、地震や

台風など大規模自然災害撃による被害が懸念されることから、老朽イちした堤防の改修な

｝ど、海岸保全施設の整備を実施します。

⑤緊急河JI!改修毒事業［；築士整僚部］

予算額：（26) 8 2 5.' 0 0 0千円→ (27) 7 6 2 ' 0 0 0千円

事業概要：洪水被害の防止、軽減を図るため、治水上支障となっている水同等の改修や河川堆

穣土砂、の綴去を進めます。

⑦災害時要援護者関連施設対策事業［来二七整備部］

予算額：（26) 3 1 0 ' 4 1. 0千円→ (27) 3 2 8 ' 0 1 0千円

事業概要：土砂災害危険儀所に立地ずる災害害時要援護者関連施設（病院、老人ホームなど）を

保全するため、砂防緩堤簿の砂防施設の整僚を進めます。

③河川施設緊急地震・津波対策事業［県土愛備部］

予算額：（26) 7 2 2 • 0 0. 0千円 → (27) 1 • 0 5 8. 2 5 0千円

事業概要：津波浸水予測区域内の河川堤防における脆弱箇所について、緊急に祷修を行うとと

もに、河口部に設霞されでいる大型水門・排水機場について、耐震対策を進めます。

⑨海岸保全施設緊急地震・津波対策事業｛県土設備部］

予算額：（26) 1, 8 0 4. 7 0 0千円 → (27) 1 • 9 8 5 • 3 0 0千円

事業機婆：海岸堤妨の耐震対策（堤防基礎地盤の液状化対策）を進めるとともに、地笈・津波

に対して f粘り強い海岸堤防Jとするたあの計磁づくりを進めます。

⑬急傾斜施設等緊急地震・津波対策事業［県土整備部］

予算額：（26) 3 1 5 • 6 4 0千 円→ (27) 3 3 6. 7 3 0千円

事業概要：津波浸水予測区域内の土砂災害危険箇所において、避難地・避難路を保全するため、

擁壁等の急｛綴斜施設の整備を進めます。
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平成27年 度 当 初予算行政選営の取組取緩概要

行政運営2 行財政改革の推進！こよ

る県行政の自立運営 I 40201 自立約な操行政の運営

｛主慢さ器部局：総務部） 40202 人材育成の推進

（総務部）

（総務部）

地域が、自らの地域を自らの震佳で創っていく自主・自立の地域経営が実現しています。また、現場を

E重視し、自ら課題を発見するとともに、自らの創意工夫により仕事のやり方を転換していく意欲の高い人

材が育ち、自ら変蒸する組織風土が確立され、日本一、幸福が実感できる三重、働きやすい県庁となって

いまサ。

祭政運営の佼組みについては、時代の変化にさらに対応し、県民の皆さんに成果をより腐げるζとがで

きるよう見複すととで、効果的・効率的な県政遼営が行われています。また、人材脊成については、「人

づくりの改議j に取り級むととで、現場を重視し、県民の皆さんと共に「協創jの取組を進める、高い意

欲と能力を持つとともに、危機の兆伎を的確に察知じ効果的な対応をとることができる職員が育っていま

す。

目標境問 I I f三重県行財政改革取組j における全てのS主体的取組のうち主主成した取総の割合
の説明 I 

27年度目標 ’ 
値の考え方 I 
（みえ開カピ｜「三融行財政改鞠絶Jは平成24年度～27年度を取組期濁としており、この欄内に会

市 iての具体的取綴を達成すべきであると考え、設定しました。
γ ヨン記載内廿 E

査藍琵2

40201自立的な

県行政の遼君主 F 『’·－~ .. －－－司．”

〈総務部） 1 大賞jへの応募） 41.4% 57.0% 62.4% 

40202人材育成 人材育成に関す ／／／  78.9% 79.3% I 79.7% 
の推進（総務部） る達成度 77.7% 77.9% 78.3% 
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町、、

穫し、的確な運用を闘っていく必要があります。－

③「平成26年度事業改善に向けた有識者懇話会（プラッシュアップ懇話会）Jを開催し、施策の進展度が

Cとなった2施策を構成する事務事業について、外部有識者から事業のあり方や今後の事業の方向性に

ついてど意見をいただきました。

④ワーク・ライフ・マネジメントについては初年度でもあり、円滑IZ:推進できるよう職員向けの説明会を

実施し、取級の趣旨について重苦悶する議・J!を多くもらうことができました。取組凌始めたところでもあ

り、引き続き、取総に対する理解の浸透を図っていく必要があります。

③「みえ県民カビジョンj の施策の捻進や、新たな祭政に係る諸課題への対応I：向けた組織綴成や定員配

置を行うための課題等の整理を行いました。引き続き、行政ニーズに対応した綴織体制としていく必要

があります。

⑤外郭団体等改革方針i::：基づき、上半期において、察関与の見渡しとして役員等就任の見直し2団体、職

員派遣の見遼し 1ffi体が完γしました（磯良派遣削減人数3名）。引き続き、外郭団体等改革方針に基

づく図体の見直しについて、所管部局において団体及び出資者と十分な調整を図りながら、務実に推進

する必要があります。

⑦包括外部監交については、包括外部監査人と契約を締結し「外部委託に関する事務の執行Kついてjを‘

テーマに監査を実絡しています。

③耳議員の危機対応カ向上については、新規採用者研修、新任班長等研修、新任所属長研修、危機管滋リー

ダー研修、危機管理推進者等研修を実施し、危機管理意識の徹底を図るとともに、危機への的確な対応

ができる人材の育成に取り組みました。また、職員が日常業務の中で気づいたリスクやヒヤリハットを

危機に発展させないための未然防止対策について誘し合う「危機管理意議向上研修jを各所属で実施す

ることで、危機意識の向上を図っていますが、不適切な事務処理事案が発生しています。

⑨「職員の自主伎に任せた人材育成jから「綴織が積極的に関与する人材育成」への転換を図るため、昨

年度設置したOJTリーダーへの研修実施、新任所属長研修など職場での役~Jに務自した研修の実施、
複数体時刻化した新規採用職員トレーナーへの研修の実施等に取り組んでいます。これらの取級などによ

り、組織全体でより積極的に職員ヒ働きかける fみんなで行う人づくりJの定者を図るζとが必要です。

⑬昨年度設霞したコンブライアンス推進チームを中心に、コンブライアンス・ミーテイングの実務や研修

の充実、コンブライアンス事例の共有化などにより、コンブライアンスの日常化を進めています。また、

平成25年 IO汚から開始したりーガル・サポートのフォローアップを実施し、研修を更に浮く、法律相

談の回数も増やすなど、取組を充実しています。今後は、より実務に役立てるととができる内容にしで

いく必要があります。

⑬平成 27年度の本格実筋に向けて、現在意走行中である「県職員育成支援のための評価制度j の定着と施

行を目指し、関係機関等との協議を進めています。

⑫メンタルヘルス対策の一環として、不適切な飲酒習慣を持つ職員をより多く相談につなげるため、管理

室主餐者および一般職員向けの研修会を泉庁及び総合庁舎で実施しました。未受講の職員を対象に、今後

は巴ラーニングを活用した研修を引き続き行っていきます。また、年度の早い待期に定期健康診断を実

施し、健診結果をもとに就労上の配慮や必要な保健指導を実施していますが、肥満度とHlii質において3

人に1人が有所見という絡楽であるため、 Jf¥l商度と路震に関する健康課題に対応していく必婆がありま

す。
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①「三重県行財政改革取絞jの遂行管理にあたっては、耳主総長室終年度であることから、全ての具体的取組

が議成できるよう適切な進行管壌を行います包

②「みえ成浪向上サイクル（スマートサイクル）Jについては、マニュアルの充実を殴る毒事検証給条を適切

に活かし、引き続き遼用是正的確に行います。

③引き続き、改善（Act ）機能の強化を~り、施策の目擦遼成に資するため、事業改善幸に向けた有識者
懇話会｛プラッシュアップ軍基話会）を関催し、外部有識者からの窓J!を、今後の事務事業の見夜しや事

業展開の検討に活用します。

③ワーク・ライフ・マネジメントについで、平成26年度の推進状況を検証し、翌年度の推進につなげてい

きます。

⑤「みえ県民カビジョン・行動計画Jの推進や閣の動き、社会情勢の変化等に的確に対応するために必要

となる級織体制を整備します。

⑥外郭図体等改革方針に義づく団体の見直しについて、取級最終年度であることから、全ての見直しが逮

成できるよう着実に推進しますロ

⑦包話外部駿査人と契約を絡総し、外部監査を実施するとともに、平成26年度の包括外部監査の結果につ

いて、関係各部と遼携をとりながら、 f皆檎害事項が行政運営に反映されるよう取り組みます。

③ f三重県職員人づくり基本方針Jにより、高い意欲と能カを終った人材の育成にかかる取組を継続しま

す。

⑨引き続きコンブライアンスの臼常化に取り組むとともに、各所属や職員自らが取り組めるよう工夫して

いきます。また、法律議題に自律的に対応できるよう、イントラネットや研修素材の整備に取り組みま

す。

⑬f県職員育成支援のための評価制度Jの本格実施により、評価結果を給与へ反映するなど人事管漢の基

礎として舟い、職員の意欲・能カの向上と綴織カの向上を目指します。

⑪職員が自身の健康に関心を持ち、自ら健康管穫を行っていくことの大切さの自覚を促すため、健康管理

E室等による館別商援を行うとともに、保健締によるフォローアップ指導を強化し℃いきます。また、肥

満度と脂質に関する健康課題l：：対応するため、ポイントを絞って意識啓発のための研修等そ実施します。

｝防災対策部 i
⑫引き続き、職員の危機対応力向上のためのより実践的な研修・訓練が実施されるよう、取り緩んでいき

ます。

II 総務部 II 
①行政改革推進事業｛基本事業名： 40201 自立的な県行政の遼営］

予算額：（26) 4, 2 0 3千円 ーギ (2η 3, 9 6 3千円

毒事業概要： 「三重Z県行財政改革取綴Jにおける各取組の推進及び適切な遂行管理、 fみえ成果向上サ

イクル（スマートサイクル）Jによる政策推進の仕緩みの遼用、ワーク・ライフ・マネジメ

ントの円滑な推進及び澱員の意欲向上に向けた組織風土づくりなどに取り緩みます。
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②政策評価等推進事業｛基本事業名： 40201 自立的な袋行政の運営］

予算額：（26) 2' 4 7 6千悶→ (27) 2' 3 3 6千円

事業概要： 施策や事業展開の評価を的確に行い、評価絡果等を「成果レポートJとして取り主とめ

て公表することにより、県民の皆さんとの情報共有を図ります。また、事業の見直しを行い、

施策の目標達成に資するため、外部有識者の意見を聴き取り、次の事業展開の参考とします。

③法務事務費【基本事業名： 40201 自立的な県行政の運営］

予算額：（26) 6, 041千円→ (27) 5' 9 6 0千円

事業概要： 職員の法務事務や訴訟事務に対する理解を深めるとともに、施策や業務の妥当性につい

て、事前に法的緩点から検涯を行う仕緩み（リーガル・サボ－h）を活用し、法令習書高度の

肉上に取り組みます。

③人事管理事務費［基本事業名： 40202 人材育成の推進｝

予算額：（26）白 40, 039千円→ (27) 4 0' 7 8 3河

事業概要： 「三重霊泉職員人づくり基本方針j に基づき、現場受章霊視し、県民の皆さんと共に f協倉qj

の取組を進めることができる、高い意欲と銭カをもった人づ、くりに取り組みます。

⑤職員健康管主主運営事業｛主義本事業名： 40202 人材育成の推進］

予算額：（26) 8 0' 7 5 4千円→ (27) 9 2' 7 6 4千円

毒事業概要 2 各種の健康管環事業、健康診断事業、総合的なメンタルヘルス対策事業を実施し、職員

自らが心と体の健康づくりに取り組めるよう支援します。、

出鎚塞謹
⑥危機管遼推進事業｛基本毒事業名： 40201 .13立的な県行政の運営］

予算額：（26) 2' 0 0 4千円→ (27) し 741千舟

事業概重要： 危機発生時に迅速・的確な対応ができるよう、職務に応じた職員研修や危機管理リーダ

一研修などを行います。
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一一一一一一一一一一

政策的経費（非公共事業）の寵先度特断調書

部局名： 書災対策部 （単位．千円）

優先度 施策 集選中択戸・ 課名 級事業名 事業統芸喜 繍劫 委託 晶ムユH26当f一初様筋京 事~~司韓直費1~喜1 一~般箆N~~置 法令義務

A 111 妨災対策総務課 訪災危機管理諸費
防災対策分野の諸用務に必要な経費を計よし、業務 。 4,523 4,523 4,303 4,303 の円滑な運営を留る。

A 111 戸 訪災対策総務諜 気象憶報収集事築資 る紡よ気る。災象被情体獲制報のを告軽早迅減速期をiにこ図確入る立手たししめ、、市自、県然町内現、図の象等震！こ！度起こ情情慰報報すを及る伝災び達害各す積に 。17,281 17,281 15,397 15,397 

A 111 防災対策総務課 防フォ災ー情ム報事提業供費プラット 迅災にや「防報害速防災告時災Eみ的す犠に確える市報Jなとp町告J対とや提、も応紡メ供にがー災す、行ル関県るえ配係民。る信機、よ市シ照う町スか、テ、総ら防ム被合災等害防関に情災係よホ報機りー告気関ム収象等ペ集情がーし報隠、ジ 。 32,924 32,924 34,658 34,658 。

ih∞l 

A 111 ｝書妨園保安課 消防行政指導事業費 諸猿防（負事肉額担各業の割市等活合町↑の主：化の同定消滑等額な訪に交実取問付施でり組対構をむ象i成車。巳：さ消てれ防、る消協三防会重衛）県良消の防確協保会、のi高 。。 8,456 8,456 7,629 7,629 。
／ 

A 121 3蒔紛・保安諜 救急業務高度化事議費 事がが士で急出き救資る命｝の救士研急の修救養所命成議士を営を行経養う成費救をす急負る振担。興し財、団高｛度各の都紋道急府活県動 9,548 9,548 9,511 9,511 。

A 111 消防軍保安課 3費再訪広域化等捺進事業 計県｛負密内担の（割改j再訂合訪版：力県）向；~：：よZ基、を市づ促町き進1、／す消2るi坊交たの付め広対、域r象；化自：妨市を広推町繊進等化す）る縫。進 。 416 416 5,355 5,355 。

A 111 消防・保安課 消資格防法者関講係習事免状業交費付、 紡し火、災設火予備災士防及ににび係免危状る険普を物及交事啓付故発すのる並妨とび止とにもを危に図換保る物安。取鏡扱習者等及をび実消施 。 38,544 ム 8,244 38,480 ム 7,899 。

A 111 消防・保安課 高迂ガス指導事業費 高る圧たガ圧めスガ、のス許製製認造造可事及審業び表販所、売等保等に安おに検係け嚢るる等窓免を疋状実なの施保交す安付るをを。確ま行保たう。す‘高 。 12,267 ム 15,140 10,923 :6. 16,741 。
コンブライアジk推進事

高故EのEガ未ス然事防業止者昔等猿迭に対すしるてたコめン、ブ各ラ種イ研ア修ン等スをの実徹織底す、事A 111 消防・保安課
業等（コ費） ンブライアジス研修

388 :6. 864 344 ム＇880 。
る。ず



2 
＼ 

部局名・ 防災対詳 昔日 ｛単位：千円）

優先度 施策 集選中択P・ 課名 級事業名 事業概要 補助 委託 同事業H婆21当2初夜Mii H27j 
｝二勾、宮宙樹誕液 法令義務

且耳朝

A ,111 消防・保安課 銃等砲事務火薬費類許認可指導 確火よ行り薬保い火績す、薬盗るの類難。製ま等に造たよを・、る販防猟災止売銃害す・貯等をる蔵の未。製・然消造に費・防販等止売のし規に、対制公すを共る行の規う安こ制全とををに 991 ム2,295 780 A 2,512 。

A 111 消防・保安諜
電気工事業等指導事業 電電び気気宮工工家事事用電事土気業免工状者作のの物交笠録付の保等及安びに電よのり気確、保用一を品綾関の穏る取気。締工り作並物び及に 。 1,176 ム.7.351 1,027 A 7,720 。
費

A 111 防災企画・地滋支鑓臨 進自事主防業災費組織活怯化促 自主の活防災f主組化織を濁招る哀。の交流会などを滋じて、自主i坊災活
動

3,2日4 3,204 198 198 

A 111 緊急1 前民傘筒・地<a克揖韓
地域滅災対策縫進事業

額担仇t盛負者定簿調調議会謝祭保寵tνzど富の市灘地町織I特Z等語舶に調広交講C付K剣M象.I!.!喜対市2諜町告を稽支〉 。 292,240 292,240 230,246 230,246 
費

ih抽∞i

A 111 緊急1 臨調会沼・地域武器毘 費緊急避難体制襲続事業避さ三れ難重る所県よ逮モうデ蛍支ルマ擬ニをす活ュるア用。Jしレた策市定町指及針びや地津域波の避取難絡にが関促す進る 2.441 2.441 1,554 1,554 

厳謡書《防司司棚3E監－~＂＇事経企肪担指案複2針提短廊篇醐健災三対融童簸

議器議謹鵠韓5臨2普諜!i響麟詩誘電J 
A 111 緊急1 妨災企画・池誠実線臨 。 6,650 6,650 7,013 7，自13 。

、

A 111 災警対策課 防災訓練費 緊練携災急をを害実図なi白’る施ど妨訓さし援ま、練助特ざを獄まに行中な、弘消部局防ブま面たロ・を自ッ、想衛ヲ図定言隊上lしi練訓・て警と練実察合［施立等同、す関でコる係ン総。ビ機合ナ関防ー災とト連訓 。 7,374 5,767 2,567 2,567 。

A 111 災害対策謀 等防｛妨）災災対体策制事維業持費・強化 災制災くり害意のを強時識行に化やう。お知をま図け識たるるの、防。平肉災ょ常体を時制図かをるら確研24立修時すな間るど体たさ制めまをざにとま、り職な、員体紡制の災防づ体 。 19,346 19,342 21,533 21,529 



部局名・ 防災対策部 （単位：千円）

優先度 施策 集選中択P＊ 課名 縮事業名 事業概要 梯劫 愛託 ..Ii特 H27 
認令義務

縄伺護民いか軍(/Jt.皐Z識Eる払境身賀体町語及宛び盆器荷した重災を害3量~脅二局かしらEて守もZる忍お鶴速めな．応県急肉田

事広域業防費災拠点施設整備
、、

A 111 緊急1 災害対策課 。 7,283 Sλ82 7,209 6,408 。

A 111 災号害対策課 紡管（防理災災へ費続＇J.安2ブ隊5事Z一務連費続） 
紡災へ1）コプ~ーを救急救助活動、災害応急活動等iこ
活用し、本県消防防災体制の強化をIZlる。 5,260 5,260 4,558 4,558 。

A 行進Z 危機管漂諜 危｛危機機管管理理按研議修事等業）費 危行機うた発め生に待、！職こ迅員速研・修的等確をな実対施応すがるで．寄る職員の育成を 。 1,766 1,766 1,503 1,503 

A 111 危機管理諜 国民保護対策費 計留E民E保JIこ護基協づ議昔会、国の民運保営護を行訓う練ほをか実、施F三す重る。>It淘畏｛呆綾 545 545 502 502 。

各澱繰しつ種を員つ実事、消、施故迅防すや速団る災か員。害つ、時約消に確防j高に防紡防災防災関災活係関動者係が等者行を等対えがる象相よr：：う互教、に脊消連書防l携I A 111 消防学校 消｛；出防防戦戦閣団員員教教育育訓書練IJ線費｝ 。 6,340 6,34自 6,368 6,368 。
司、 ;> 

imoi 

A 111 消防学技 学校運営管理費 教i高脊防総割織線法を行第う51た条めにによj島世防、消学防校磯の良設及震び還i設自紛を図行員う，の 7,245 7,245 7,451 7,451 。
1］、言十 486,208 396,536 419,109 330,998 

B 111 防災対策総務課 防費災行政無線維持管護 県管理防災、関行係政機無関線と設の備連｛絡地鏑上義系等・衛を星行系う・。有線系｝の維持 3,140 3,140 2,137 2,137 ＼ 

救急救命活動向よ事業
救隷ン商る命とト急よロと救主Iてもー命がにルぬ士行体喜枇のラ制岡特急処〉走や活を置行観動セ総為ミ鎗の決ナを民す貨』る円を対を規保応t豪障識す二緯るすしるた敏す体：It.念M制るD事た~~細露Sザ首b血＠イ．上撤資カを怠ル質周コ ＼ B 121 消防・保安謀 費 。 9,358 9,358 6,376 6,376 

臼 j.j 1 沼紛・保安課 コ業策ン費体ブ験｛ハラ研イザ修アー）ンFス低推減進対事 ハザード低減体総研修実施経費 。 864 864 860 860 ＼ 
白 111 - 前災金調・幼域主揖諜 地震対策提進事業費 南に備海えトラた7さgま大ざ地まな震地及震び対活策断を層実に施よする直る。下型地震など 12,594 10;394 6,132 8,132 ＼ 

B 111 緊急1 防災企筒・地域支銀総 地域防災広報事業費 広「に県、報民「活防の動災防等の災を日意実常識施／むすをJのるF防定。災着行を動図Jるへたとめつ、なメげデるィアととにもよる 。 3,829 3,829 3,659 3,659 ＼ 

3 
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部局名． 防災対策部 （単位：平内）

優先度 施策
選択・

謀名 級事業名 事業概要 補助 委託
H26 

2一1窃貴iiili!-1語 Hi・霊I漆一懇級間島 法令義務
集中p

' 
市鋭す練る町ながやど災避、害難市対所町応運の体堂妨制、災避を力難強向語位l上i繰すを等る交た！こ接め計す磁にる実段。施階すかるら殴助よ言 ＼ B 111 前i経企画・池峰主握輯 市町防災力向よ事業費 246 246 213 "213 

臼 111 緊急1 前虫食画・2副議茸担揮 新推等た進様な事子防業作災費成－）l各成災種対計策画 各種計画等の冊子作成経費 6,491 .. 5,391 3,791 3,791 ｜＼ 
B 111 災害対策課 防｛職災員対研策修事経業費費） 線員専門研修受講経費 l 716 716 711 711 ＼ 
日 111叩 災害対策課 防（地災方対都策パ事ソ業コ費ン装備） 派遣チーム用パソコン整備経費 0 。 931 931 ｜＼ 
B 111 災害対策課 W管（運環J航Zへ費誠リ譲ロプ事t業F一｝選紙 防活（負災用怨ヘし割、リ本合コプ県：定f消F額ー防を防交救災付急体対救制象助の：活ヘ強動リ化コ、を災プ図事害一る応。連急絡活協動議等会！こ｝ 。 8,975 8,975 8,975 8,975 ＼ 

im→・・・・

B 行還Z 危機管理課 危｛セ機ミナ管理ー縫関儀進事）業費 危機管理セミナー開催経費 238 238 238 . 238 ＼ 
日 111 消防学校 消（纏防品戦薦団入員費教等育）苗ii練費 備品等務入経費 t,163 1,163 755 755 ＼ 

’i、言十 47,614 44,314 36,798 36;798 

合計 533,822 440,850 455,907 367,796 

《J


